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はじめに

1970年代のアメリカ農業の激動~その前段の農産物輸出ブームと農産

物価格の急騰，そして一転，７０年代末から80年代にかけての深刻な農業不

況への転換，シェーレの拡大，中小家族農場の経営破綻の加速化一を通

じて浮かび上ってきたポイントの一つはアグリビジネス企業による大規模

農場を先頭とする統合化の線である。

そしてこの線を軸として，農業における経済集中と雇用労働力の大規模

農場への集中が一段と顕著な動きをみせたのである。



１９２ 

本論文は，この線の上に展開する1980年代における農業雇用の特徴に着

目するとともに，これらの特徴を反映すべき農業雇用データのかかえる問

題を追求し，さらには，農業雇用の現場にまで下りて，労働者の組織化運

動の現状にかんする一応の把握を目ざしたものである。

Ｉアメリカ農業における雇用労働

１．農業における経済集中と雇用労働

まず,70年代から80年代を通ずる農場雇用の動きを総括してふると,全農

場のうち雇用のある農場の割合は減少傾向(69年51％→78年42％→87年39％）

をふせながら，一方，雇用のある農場の１農場あたり雇用規模は拡大（６９

年農民支払賃金水準による１農場あたり実質雇用労働支出は69年2,423ドル→78年

3,544ドル→87年4,244ドル）をつづけている（表１)。

そして，この動きは，あとでみるように，雇用の大規模農場への集中を

顕著に伴っているのである。

これらは一般に機械化による農業賃労働の除去の動きがひろまる一方

で，野菜・果実・園芸など労働集約的農業部門における規模拡大が賃労働

のため新しい雇用を作り出していることを示すものにほかならない。そし

表１雇用労働依存農場と雇用規模

1969１１９７８１１９８７ 

------J-＋護:ｌｈ零三|=昌器
全農場数（1,000）

雇用のある農場数（1,000）

％ 5１ 4２ 3９ 

ｌＷ５１Ｍ１４１Ｍ６ 雇用支出額（100万ドル）

’2,42317,158113,2Ｍ 雇用農場あたり雇用支出額（ドル）

１，００１２０２１３，３ 農民支払賃金指数

1969年賃金水準による実質雇用支出（ﾄﾞﾙ）’2,42313,54414,244

出所：Ｃｅ"s"ｓｏ／Ａｇｒ伽〃”ｃ各年版
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て，雇用労働力の性格が，あれこれの農場において自家労働力の補充のた

めにいくらかずつ雇用されるというところから抜け出して特定タイプの農

場に集中するという一段の変化を糸せていることを示唆するものと言って

よいであろう。

ところで,アメリカの農業経営者は労働者を直接に雇用するだけでなく，

古くから，農業労務請負人(farmlaborcontractors)またはクルーリーダー

（crewleaders）をとおして募集した労働者を使用している。これら労働者

の雇用主は労務請負人またはクルーリーダーであるが，これら仲介業者の

事業所は農場ではないので農場雇用労働の統計には含まれない。

しかし，最近，特定タイプの大規模農場を中心に，これら労務請負人を

通じて集められた労働者の使用が増大の傾向をふせていることが注目され

る（表２)。

表２直接雇用と請負労働雇用

1974 1978 1987 

亘接雇用農場数（ＬＯＯＣ 3３１（１００)１９ Ｉ１Ｈ（ＬＪｌｄ 

賃金支払額（100万ドル） 4,652(100)’6,814(147)'10,866(234） 

請負人を通ずる雇用農場数（1,000） 119(100)’170(142)’272(228） 

512(100)’899(176)’1,843(360） 請負労働支払額（100万ドル）

賃金支払のうち請負労働支払の割合(％） 9.9 11.7 14.5 

出所：Ｃｅ"szcso／ＡｇγｊＭ/”ｃ各年版

請負労働雇用も含めれば，1987年には，合衆国の全農場209万の半分強

の109万農場が直接または間接に労働者を雇用している。

そして，これら雇用農場の大半（約82万農場）が直接に労働者を雇い，約

27万農場が労務請負人を通じて労働者を使用していることになるが，表２

にふるとおり労務請負人を通ずる雇用農場数ならびに請負労働支払額は直

接雇用の農場数や支払額よりも早いテンポで増大している。

注

西海岸では農業労務請負人(farmlaborcontractors)，東海岸ではクルーリー
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グー（crewleaders）と呼ばれる労務仲介業者は季節労働者と農業の季節仕事と

を結びつける仲介の仕事を職業とする者である。

1981年には約１万8,000人が労働省に登録されていた。これら請負人は登録申

請の時点では，フロリダル|を含む南東部に42％，テキサス州を含む南西部および

カリフォルニア州を含む南太平洋沿岸部にそれぞれ17％，そのほか，オハイオ，

ミシガン，インディアナの諸州を含む五大湖諸州に12％が所在していた。

この地域分布は南東部，南太平洋沿岸部および五大湖州地域が労働集約的な果

実，野菜，園芸農場の集中地域であること，又，南西部の多数の巨大肉牛フィー

ドロットの存在と結びついたものである。

労務請負人又はクルーリーダーは，一般に，労働者の募集，圃場への輸送の仕

事だけでなく，労働者への住宅の世話や圃場での監督の仕事をも行うものが多い。

彼等は農場主から一括，請負料を受取り，そのなかから労働者に賃金を支払う。

しかし，日常的な賃金のピンハネ，賃金の未払，不衛生な住居の供与，危険な

車による輸送，日用品の掛け値売り，労働者の債務隷属化などその道義的風評は

全く芳しくない。大部分のヒスペニック系季節農業労働者は英語を話すことがで

きないことから，農場主と取引する２ケ国語に通ずる労働請負人への従属がまた

容易に促進されることになる。又，労務請負人が雇用する農業労働者の中には，

いわゆる「不法」入国労働者が多く含まれていることも周知の事実である。

「観察者の多くは大部分のカリフォルニアの農業労務請負人が雇用する労働者

の少くとも50％は非合法労働者であるとふている｣①

さらに「1973年のカリフォルニア下院委員会における証言は農業労務請負人が

不法入国労働者の主要な使用者であることを明らかにした。そして労務請負人は

不法入国労働者を使用しなければ利益はえられないと証言した｣②

連邦政府は1963年の農業労務請負人登録法の制定をはじめ，その後の1974年同

法改訂さらに1982年移動・季節労働老保護法の制定などによって，労務請負人の

跳梁を規制しようと試糸た。

しかしこれらの法による規制も彼等の悪辣な活動を抑えるうえでほとんど実効

がなかった。又，労務請負制の廃止を求める農業労働者組合の活動も事実上，大

きな成果をあげることができないまま，果実，野菜，園芸など労働集約的な農業

部門の拡大とともに農業経営者の労務請負人への依存は年を追って増大する傾向

にある。労務請負人による「不法」入国労働者の雇用に対する禁止令を含めて労

務請負人を農業労働市場から追放すると予言した法規制の強化にもかかわらず彼

等の活動が拡大をゑていることに注意する必要がある。

農業経営者の労務請負人への依存の増大は特定地域の特定タイプの農場におい

て顕著である。これのもっとも重要な利用者はカリフォルニアの大規模な果実・

野菜・園芸農場である。
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農務省は1981年雇用農業労働力調査（ＨＦＷＦ）の結果から請負チーム参加労働

者にかんする特別集計を行なった｡③

これによれば，1981年の１年間に，全雇用農業労働者250万人の10％にあたる

約25万人が農業労務請負人のもとで働いたこと，人種別では，請負チーム労働者

の大半（53％）が白人，２８％がヒスパニック，１９％が黒人その他であったと報告

されている。ＨＦＷＦについては次章において詳しく検討するが，労働者数の把

握じたいに問題があるとともにヒスパニック系労働者が過小に把握されているこ

とは明白である。

合衆国の農業雇用は，すでに述べたように，雇用依存農場数の減少と，

他方，依存農場の雇用規模の拡大を示してきた。そして，この動きは特定

地域の特定類型の大規模農場への雇用の集中を伴っている。

しかも直接雇用よりも請負雇用において集中の動きは一段と顕著であっ

た。いま，1987年時点でのこれらの傾向の到達水準をたしかめておこう

(表３）。

まず，果実・野菜・園芸の類型に属する農場をとりだしてふよう。これ

ら労働集約的経営類型の農場は，農場数シェアに比して賃金支払額シェア

は著しく高い。たとえば，雇用農場数シェア９％に対して賃金支払額シェ

アは37％，また，請負労働依存では農場シェア18％に対して支払額シェア

56％I土を示す。

つぎに，農産物販売額100万ドル以上の資本主義的農場をとりだしてふ

ると，雇用農場数シェア１％に対して賃金支払額41％，請負労働では農場

数２％に対して支払額40％を示す。

さらに，賃金支出10万ドル以上の大規模雇用農場をとりだしてふれば，

農場数の２％弱が支払額の過半（51％）を集中，同じく請負労働支出５万

ドル以上の大規模請負依存農場では，農場数２％弱が同様に支払額の過半

（52％）を集中している。

つづいて，地域による雇用の集中の状況を示そう（表４)。

農業雇用支出のカリフォルニア，フロリダ，テキサスの３州への集中は

明らかである。これら３州の雇用支出額の合計は全国の１/３強を占める。
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表３賃労働雇用の集中（経営類型別・経営規模別）（1987）

合衆国

(1)直接雇用の農場数

(2)賃金支払額（100万ドル）

(3)労務請負人を通ずる雇用農場数

(4)請負労働支払額（100万ドル）

818,347 

10,866 

272,094 

１，８４３ 

果実・野菜・園芸農場

(1)直接雇用の農場数

(2)賃金支払額（100万ドル）

(3)全国支払額に占めるシェア（％）

(4)労務請負人を通ずる雇用農場数

(5)請負労働支払額（100万ドル）

(6)全国支払額に占めるシェア（％）

74,871 

4,057 

37.3 

48,610 

１，０３５ 

５６．２ 

農産物販売額100万ドル以上農場

(1)直接雇用の農場数

(2)賃金支払額（100万ドル）

(3)全国支払額に占めるシェア（％）

(4)労務請負人を通ずる雇用農場数

(5)請負労働支払額（100万ドル）

(6)全国支払額に占めるシェア（％）

10,831 

４，３９９ 

４０．５ 

４，６２７ 

７１９ 

３９．０ 

賃金支出10万ドル以上農場

(1)農場数

(2)賃金支払額（100万ドル）

(3)全国支払額に占めるシェア（％）

15,150 

５，５７０ 

５１．３ 

請負労働支５出万ドル以上農場

(1)農場数

(2)請負労働支払額（100万ドル）

(3)全国支払額に占めるシェア（％）

4,944 

９６１ 

５２．１ 

出所：Ｚ９８７Ｃｅ"s"ｓｏ／Ａｇγｊｃ抑ﾉﾒ"γe，Vol､１，Ｐａｒｔ５１

とくにカリフォルニアは１州だけで全国支出額の22％を占める。

労務請負人を通ずる労働者の使用も，これら３州に集中をふせる。しかも

労務請負支払額の集中度合（56％）は直接雇用よりもはるかに進んでいる。

３州への雇用の集中は，カリフォルニア，フロリダにおける大規模な果

実，野菜，園芸農場，さらに，テキサスにおける，これらタイプの農場に
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表４賃労働雇用の集中（地域別）（1987）

197 

合衆国に努十｡ﾘｸﾞ|ﾃ…鰯|ｉｉｉ

蕊｢瀞１ﾄﾞﾙ11J
14.8％ 

13.8 

34.4 

29.5 

56.2 

出所：Ｉ９８７Ｃｅ"s"ｓｏプＡｇγjcMz4re，ＶＯＬ１，Ｐａｒｔ５１

加えて，多数の巨大肉牛フィードロヅトの存在による。

ところで，上にゑてきたような農業雇用の集中が農業生産の少数，大規

模農場への集中と結びついて進行している点が注目される。

そこで，1978年と1987年の二つのセンサス結果によって，農産物販売規

模別のマーケットシェアと雇用労働の集中の状況を示してふよう（表５，

表６）。

農産物販売額50万ドル以上の大規模農場グループは，1978年の農場数１

万8,000（全農場の0.8％）から1987年の３万２，０００（全農場の1.5％）へ

1.8倍の増加である。（78→87年の農場受取農産物価格の上昇率は１割である。両

年次の販売額区分は，この点を念頭におく必要があるが特別の修正を必要とするほ

どでもないであろう）

同時に，その農産物販売シェアは28％から38％に増大している。

８７年の販売額100万ドル以上の最大規模グループについてふれば，農場

数0.5％に対して販売シェアは28％を占める。

大規模農場グループが農場数ならびにマーケットシェアを共に増大させ

ていることは明らかであろう。一方，販売額50万ドル以上の農場グループ

は雇用労働支出シェアを78年の38％から87年には55％へ，同じく請負労務

支出シェアも41％から52％へ増大させている。

大規模農場グループは，今や，販売額の４割，雇用支払額の５割強を集



表５農産物販売規模別のマーケットシェアと雇用労働の集中（1978） 得
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請負労働支出額雇用のある農場 雇用労働支出額総農場 農産物販売額

,iii万雫〃雪了％ 実数|鮮雪舅 ,iii万雫,服菫ｱ％ ,iii万雫,壯菫ｱ％実数’％

総数

50万ドル以上

２０～50万

１０～20万

４～10万
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5,000～１万

５，０００ドル
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出所：Ｚ９８２Ｃｅ"sz4s，Vol、１，Ｐａｒｔ５１：Ｚ９７８Ｃｅ"s"s，ＶＯＬ１，Ｐａｒｔ５１

１）総数にabnormalfarms（2,302）を含む

2）1978年センサスではメール調査方式の不備を補完するため，特別に全国6,400地域での直接訪問調査が併用された。しかし

1982年センサスでは経費削減のためこの訪問調査はとりやめになった。このため1978年の調査結果じたいは正確性が高まった

ものの，それ以前およびそれ以後のセンサス調査とは比較利用ができなくなった。センサス局は1982年センサス結果の公表に

あたり1978年調査結果の基本項目についての承比較可能な修正数字を公表した。しかし詳細な項目の修正数字は未だ公表され
ていない。

したがって上表の販売規模別の「雇用のある農場」「雇用労働支出額」および「請負労働支出額」の数字は未修正であるた

め全国計とは若干の不突合がある。しかし販売規模別の傾向を承るうえでは問題はない。
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中している。

そして，これら大規模農場グループのマーケットシェアの拡大が雇用規

模の拡大と雇用労働の集中を相伴いつつ進行しているのである。

ところで，農業センサスによる農業経営者の賃金支払額（および請負労働

支払額）には，そのほかの大部分の雇用労働データからほとんど排除され

ているとふられる「非合法」労働者の雇用についての支払額も含まれてい

るとゑてよい。この点,センサスデータの有用性は高い（もっともあとで検討

するようにセンサスの賃金支払額にも過小申告の傾向があることも見逃せないが)。

そこで，1987年について農産物販売規模別に常雇労働者（年間150日以上

雇用）に換算した使用人数を推定してみれば表６に示すとおりである。

注

（１）この算定方法はつぎのとおりである。

まず，農産物販売規模別に１農場あたり平均の賃金支出額を算出し，その額

を常用労働者（年間150日以上雇用）の年平均賃金（7,094ドル）で除して常雇

労働者換算の使用人数を算定した。

ところが常雇労働者の年平均賃金は，1987年農業センサスの雇用労働データ

が大幅に簡略化されたためセンサスから直接に算出できなくなった。

そこで，1982年農業センサスによって常雇の承を雇う農場の賃金支出額

（188,675万ドル）を常雇の承を雇う農場の常雇使用人数（305,844人）で除し

て，1982年の常雇労働者の年平均賃金6,169ドルを算出した（この算定は中野

一新の方法に従った)｡④そのうえで，これに1982→1987年の農場支払賃金上昇

率（15％）を乗じて1987年の年平均賃金7,094ドルを得た。

（２）ここでは農業経営者が直接に賃金を支払う労働者の承を対象としたが，農場

には，このほかに農業経営者が労務請負人又はクルーリーダーを介して間接的

に賃金を支払う労働者が働いている。雇用の大規模農場グループへの集中を問

題にするさい当然，このような間接雇用労働者も考慮にいれる必要がある。す

でに述べたように近年，このような請負労働者の使用が，とくに大規模農場に

おいて増大している。

常雇労働者に換算した使用人数は，1987年において，最大規模の販売額

100万ドル以上の農場グループでは，１農場あたり５６人となる。これにつ

づく５０～100万ドルの農場グループでは10人である。
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表６農産物販売規模別のマーケット

総農場 農産物販売額 雇用のある農場

農場数|欝識'00万ﾄﾞﾙ｜シ莞ア実数’％

総数’2,087,7591100.0’136,0491100.0’818,347139.2

100万ドル
以上

５０～100万

２５～５０万

１０～２５万

４～１０万

２～４万

１～２万

5,000～1万

5,000ドル
未満

!；:|咽 ｉＫｉ}３Ｍ 
１１，０９３ 

２０，９３０ 

61,148 

202,550 

287,587 

225,671 

250,594 

274,972 

753,214 

37,876 

14,076 

20,740 

31,178 

18,７６４ 

６，４４８ 

３，５６３ 

１，９６０ 

１，４４４ 

１０，８３１ 

２０，２７６ 

52,721 

146,881 

162,691 

９８，４３４ 

９２，３２７ 

82,968 

151,218 
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２
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１
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５
２
３
４
２
１
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１
２
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出所：Ｚ９８７Ｃｅ"s"s，ＶＯＬ１，Ｐａｒｔ５１

この二つの大規模農場グループでは，ほとんどすべての農場が雇用労働

に依存しており，また，全体の雇用支払の過半（55％）を集中している。

1987年において，販売額50～100万ドルに属する農場のすべてが資本主

義農場とは承られないかも知れないが，販売額およそ70万ドル以上，そし

て100万ドル以上の農場グループは，明らかに資本主義農場の性格をもつ

ものと言って間違いなかろう。

これら，農場数では１％程度にすぎない資本主義農場にアメリカの農業

賃労働雇用の過半が集中しているのである。

①Martin，Ｐ.Ｌ､，Ｃａﾉﾌﾞ九γ"iα，ｓＦＷ”ＬｃｚＭＭＭＭ､UCAICIssuesPaper

No､８７－１，Ｊｕｌｙ1987,ｐ､９６． 

②Vaupel,ＳａｎｄＰ.Ｌ・Martin,ＡＣ/izﾉﾉﾉｙα"ｄＲｅｇ"ﾉzz"o〃ｏ/Ftzγ”Ｌａ６ｏγ

ＣＯ"〃αc/0γs・GianniniFoundationlnformationSeriesＮｏ．86-3,1986,ｐ、
１３． 

〔抄訳：「アメリカ合衆国における農業労務請負制」『統計研究参考資料』

No.２６，法政大学日本統計研究所，1986年12月〕



1980年代アメリカ農業雇用労働とデータ問題

シェアと雇用労働の集中（1987）

201 

雇用労働支出額 常雇換算人数 請負労働支出額

,絨小薑ｱ%|'農場王室 総]諾人|'農場平芙 ,詫万雫,小雪ｱ％
10,8661100.0’５，２０５１１５，３１７１０．７１１，８４３１100.0 

i::}剛 證鈩β
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③Pollack，Ｓ､Ｌ，Ftzγ”ＬａＭＣｏ"/γαc〃"ｇｊ〃/"ｅＵ)､ﾉﾉｅｄｓ/αﾉCs、1981,

ＵＳＤＡ，ＥＲＳ，AgriculturalEconomicReporter，No.542,1985． 

〔翻訳：同上『統計研究参考資料』No.２６〕

④中野一新「アメリカ農業の構造変化と戦後最大の農業不況山」『経済』,１９８７

年12月，ｐ190.

２．アゲリビジネスの農業支配の進行と雇用労働

アメリカの農業雇用が特定地域の特定類型の大規模農場への集中を強め

ていること，それがマーケットシェアの拡大と結びついていることについ

てみてきた。

以下，この大規模農場のタイプをいくつかの観点から追求して，その性

格をさらに明らかにしてゆこう。

すなわち，経営類型別（StandardlndustrialClassificationofFarm）

の農場雇用の検討から，さらに，経営組織別（TypeofOrganization）

の吟味を経て，アグリビジネス企業の農業の統合と支配の進行のなかでの
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表７経営類型別に

雇用労働支出
総農場

数

1,000 霞學|壼嵩
１農場あ
たり平均
支出
ドル

雇用支出
10万ドル

以上の農
場

農場数

１，０００ 

左のシ
ェア

％ 

左のシ
ェア

％ 

総計’2,088181813Ml1M66110001M4lMOl100D
現金穀物
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出所：Ｚ９８７Ｃｅ"sz4s，ＶＯＬ１，Ｐａｒｔ５１

これら大規模農場の占める位置について考察しよう。

はじめに，全農場を経営類型に従って分類(農場の特定農産部門の販売額が

その農場の全販売額の50％を越えることを基準とする）した標準産業分類別に農

業雇用労働の状況を示せば表７にふるとおりである。

1987年の合衆国の全農場雇用支出額109億ドルの経営類型別の配分を承

ると，耕種では果実，野菜，園芸農場に高く，畜産では肉畜，酪農，家禽

農場に高い。

さらに，雇用労働支出10万ドル以上の農場(15,150)の経営類型別配分を

ゑても，同じようにそれぞれ上記の経営タイプの農場が高い割合を占める。

この雇用労働支出10万ドル以上の大規模雇用農場の経営類型別配分を，
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農産物販売額100万ドル以上農場(11,093)の経営類型別配分とてらし合せ

てみると，肉畜，家禽など畜産農場では販売額100万ドル以上農場の配分

とくらべて大規模雇用農場の配分は相対的に小さいことが分かる。とくに

肉畜農場は，販売額100万ドル以上農場の30％を占めるのに，雇用労働支

出10万ドル以上農場のうちの15％を占めるにとどまっている。

これは巨大肉牛フィードロットにおいても雇用労働への依存は相対的に

低いことを示すものである。これに対して，果実，野菜，園芸農場は対照

的であって，それらが販売額100万ドル以上農場においてもつ配分とくら

べて，雇用労働支出１０万ドル以上農場において占める配分割合がいずれも

高くなっている。
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これら労働集約的部門では，規模の拡大力:ただちに雇用労働への依存増

大とむすびついていることを示すものである。

請負労働支出についてぶても，果実，野菜，園芸農場と畜産農場との間

の上に承たような対照的なかたちは－そう鮮明にでている。

大規模な果実，野菜，園芸農場の経営活動は労務請負人またはクルーリ

ーダーにより募集，輸送，監督される季節・移動労働者（ヒスペニック労働

者が中心）と密接に結びついている。アグリビジネス＝資本主義農場（グロ

ヮー）とヒスパニック主体の季節，移動労働者の対抗の場が主としてここ

につくられている。

つづいて経営組織別の検討に入ろう。農場を個人，共同，法人(家族法人，

家族法人以外)に分けて，1978年と1987年について農産物販売額と雇用労働

支出額を承ると表８のとおりである。

1987年において，法人農場数は全農場のうち３％強で数では小さいもの

の農産物マーケットシェアでは1/4強，雇用労働支出では４割強を占める

に至った。

表８経営組織別農場の動き

全農場数 雇用労働支出額農産物販売額

19781 

１，０００’ 

1987 

１，０００ 

197811987 
8 

100万ﾄﾞﾉﾚ'100万ドノレ

197811987 

100万ドルi100万ドル

計 2,25812,0881107,0731136,04916,814110,866 
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出所：Ｚ９７８Ｃｅ"szcs，ＶＯＬ１，Ｐａｒｔ５１：Ｚ９８７Ｃｃ"szcs，Vol､１，Ｐａｒｔ５１
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７８→87年の変化では，法人農場だけが全農場のなかでの比重を高めてい

る（2.0→3.2％)。

1969年の法人農場の農産物マーケットシェアは14％であったので，７８年

22％，８７年26％という数字の推移からゑて，法人農場のマーケットシェア

の拡大はとくに70年代に大きかったものと承られる。

ところで法人農場組織の９割は家族法人である。また，家族法人でも家

族法人以外でも株主10人以下のものが圧倒的である。

さらに法人農場を特徴づけるいくつかの指標を示してみよう（表９)。

法人組織１農場あたりの農地面積（1,800エーカー)，農産物販売額（52万

ドル)，雇用労働支出（６万8,000ドル)，請負労働支出（9,000ドル）の指標か

らも明らかなように，法人組織農場が，全般に，大規模農場であって，大

量の雇用労働を使用していることが明らかである。

また，販売額100万ドル以上，あるいは雇用労働支出10万ドル以上の資

本主義農場の半分は法人組織である。

とくに，家族法人以外の法人組織農場では，１農場あたり農地面積2,000

エーカー，農産物販売額134万ドル，雇用労働支出16万ドル，請負労働支

出２万5,000ドルの水準にあり，明らかに資本主義農場の性格をもってい

る。

こうした大規模雇用に依存する法人農場では，当然のことながら，マネ

ージャー（管理人）およびスーパーヴァイザー（監督）の存在が欠かせない

であろう。（1964年農業センサスまではマネージャー経営にかんする若干のデータ

があったが，いまはこれらについてのデータはない）

監督はまた，一般に労働者募集人の役も果しているし，労務請負人も大

規模農場のため農業労働者を集め，圃場に輸送するだけでなく，圃場にお

いて監督の仕事にも従事する。

近年，大規模農場において労務請負人への依存の増大がふられるが，こ

れも法人農場での請負労働依存の増大によるところが大きい。

つづいて経営組織別に農産商品グループの販売額構成をふることＩこよっ



表９経営組織別にゑた農場の性格指標（1987） 図
○
つ

雇用労働
支出10万
ドル以上

農場数

販売額
100万ド
ル以上

農場数

場数農 左の
シェア

％ 

左の
シェア

％ 
緬積|簔鬚物販'零lfl労働'零【％ 1,000 

計’2,0881100.0’462165,16515,2041883111,0931100.0115,1501100.0総

25.5 3,863 28.2 人 3,124 個 2,338 458 42,340 1,809 86.7 347 

3,246 21.4 23.6 2,618 同 9,444 1,846 共 116,716 200 9.6 768 

50.4 7,636 46.6 人 5,165 520,611 67,966 9,333 法 3.2 1,783 6７ 

42.4 6,424 37.7 7,800 4,177 

家族法人|株主,註肝

議法人|株主忠
その他(蕊雛信）

436,900 58,463 2.9 6１ 1,743 

40.0 6,074 35.2 7,128 3,907 54,842 411,089 2.9 1,648 6０ 

8.0 8.9 1,212 25,167 988 161,143 2,167 1,341,399 0.3 

879 5.8 6.3 695 19,161 1,096,013 110,166 1,620 0.3 

2.7 405 1.7 186 107,914 16,713 1,764 5,396 0.8 1２ 

出所：Ｚ９８７Ｃｅ"sz4s，ＶＯＬ１，Ｐａｒｔ５１
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て，さらに法人農場の特徴を示して承よう（表1o)。

個人農場では，穀物と肉牛（主として農民的フィードロット)，酪農，豚，

家禽（ブロイラー）が一定の比重をもっているが，果実･野菜･園芸(種苗園，

温室など）の比重の低いことが特徴である。

共同農場では，穀物の比重が下がり，果実・野菜・園芸の比重がやや高

まりをふせる。とくに，酪農がほかの経営組織とくらべて，もっとも高い

比重を示す。しかし，個人と共同とでは農産部門の販売額構成の点で，そ

れほど目立った差異はない。

ところが，法人組織の農場になると，これらと様相を異にする。まず，

穀物,酪農,豚などの比重が著しく低くなる。これに代って，果実・野菜・

園芸，肉牛，家禽の比重が増大してくる。とくに，家族法人以外の法人農

場では肉牛（巨大フィードロット)，家禽（ブロイラー）がひときわ高い比重

をもってくる。

７０年代には，アグリビジネス企業の農業生産への進出（各種の契約または

直接経営など多様な形態をとって）が一段と注目されるようになったが，これ

も，法人農場の農産物マーケットシェアの拡大が70年代にとくに目立つよ

うになったことと関連しているものとふてよい。

市場がますます生産物の－定量の供給と質の標準化を要求するようにな

るにつれて，これらの市場の要求に応えるため，大規模な出荷業者や加工

業者などアグリビジネス企業は要求される生産物の量と質を計画的に確保

するため，生産者との間に生産あるいは販売条件にかんする各種多様な契

約の取り決めを進めてきた。

他方，生産者の側でも，増大する生産資材の入手の保証と技術援助ある

いは安定した市場の確保，融資の必要などにせまられ，契約によってこれ

らを獲得し収入の安定化を求める動きがつよまってくる。

こうして，アグリビジネス企業と生産農民の間に生産あるいは販売にか

んする各種の契約関係がひろまるのである。

農業センサスも，これらの動きを反映して1960年以降，契約にかんする
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表１０経営組織別にふた農産商品グループの販売額構成（1987）

(単位：100万ドル）

農産物
販売額
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データの収集を試ゑてきた。とくに1974年農業センサスは契約関係につい

てのもっとも詳細なデータを与えた。ところが，８０年代にはいって，その

ようなデータ収集の必要性が－そう高まってきたにも拘らず，レーガン

「行革」のなかでの統計予算の削減によって農業センサスも大幅に簡略化

を余儀なくされ，1980年代の二つのセンサス（1982年と1987年）は，いずれ

も契約関係のデータの収集を放棄している。

したがって60年代，７０年代のセンサス結果を中心にして契約関係の推移

をふり返ってふよう。

1960年センサスのサンプル調査は14万7,000の農場(全農場の4.5％）が１４

の特定農産物の一つ以上について生産または販売の契約があったと報告し

た。

1965年センサスのサンプル調査では，農産物販売額2,500ドル以上の全

農場のうち14万1,000（6.5％）について契約のあったことが報告された。

ついで1969年センサスは，同じく販売額2,500ドル以上の農場について

15万6,000件の生産または販売の契約が結ばれていたことを報告した（こ

れは契約のあった農場数ではなく契約の総件数である。二つ以上の契約のある農場

もあるので契約農場数ではこれを下回る)。

1974年センサスでは生産または販売の契約を結んでいる農場が１５万

6,000（販売額2,500ドル以上の全農場の9.2％)，そして，契約件数は約19万件

と報告された。

注

センサス局は1974年農業センサス実施のさい，なんらかの契約を結んでいると

回答した農場のなかからブロイラー（1,761農場)，鶏卵（1,173)，馬鈴薯(805)，

加工用トマト（532）などを中心に８作目，5,475農場を選び，これらについて

1977年末に補足調査（契約の時期,契約条項,契約者の供与する商品とサービス，

契約農民の受取価格および価格決定方式など）を行った。これらに関する報告書

は，Ｉ９７４Ｃｃ"s"ｓｏ／Ａｇγ伽ﾉｵ”e，ＶｏＬＩＶ,Ｐａｒｔ７，AgriculturalProduction

andMarketmgContracts，IssuedFebl979． 
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1978年センサスは事後サンプル調査（1980年実施）の一つとして農場経済

調査（FarmFinanceSurvey）を行なったが，このなかで，生産契約（Pro‐

ductionContracts)の糸についてごく簡単な調査を行なった。そこで，これ

によって農産物販売規模別および経営類型別に生産契約農場数と契約生産

額を示しておく（表11)。

全農場のうち生産契約のあった農場の割合は２％と小さいが，全農場販

売額のうち契約生産額は10％となる。

表１１農産物販売規模別および経営類型別の生産契約農場と

契約生産額（1978）

農産物
販売額
⑧ 

100万ドル

生産契
約農場
ｂ 

ｌＯＯ 

契約生産額
⑪ 

100万ドル

全農場
（A） 

１００ 

Ｃ/Ａ 

％ 

Ｄ／Ｂ 

％ 

総数 23,5421122,7511４３７１１２，８１８１１．９１１０．４ 

50万ドル以上

２０～５０万

１０～２０ 

４～１０ 

２～４ 

２万ドル未満

２３９ 

７８７ 

１，７３７ 

３，７３７ 
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１７ 
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３１０ 
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出所：Ｚ９７８Ｃｅ"s"s，ＶＯＬ５，Ｐａｒｔ６，１９７９FarmFinanceSurveyp､７４
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すなわち全農場販売額の１割は生産契約の下での販売額である。これを

さらに販売額規模別にふると，販売額20万ドル以上の農場グループでは，

生産契約農場の割合は13％，５０万ドル以上の農場グループでは販売額の２

割が生産契約の下にあったことを示している。

経営類型別にみると，生産契約のある農場割合は耕種では野菜（加工)，

畜産では家禽〔ブロイラー）に高い。総販売額のうち契約生産額割合の高い

のはこれらに加えて肉畜（肉牛フィードロット）の１４％である。しかし家禽

(ブロイラー）は生産契約の下にある農場割合ならびに販売額中契約生産額

の割合のいずれにおいても著しく高い。

ここで，もっとも詳しい契約関係のデータを支えた1974年の結果の検討

に戻ろう。

すでに述べたように1974年センサスによれば販売額2,500ドル以上の全

農場のうち生産または販売の契約を結んだ農場は１５万6,000（全農場の9.2

％)，そして契約件数はおよそ19万件であった（表12)。

これによれば,農場100あたり契約件数は，全農場で11件となる。販売規

模別では，大規模農場ほど農場100あたり契約件数は大きくなり，とくに，

50万ドル以上の農場グループでは100農場あたり契約件数は50件となる。

大規模農場ほどなんらかの契約を通じてアグリビジネス企業と強い結び

つきをもつことが示されている。大規模農場は規模拡大を通じてアグリビ

ジネス企業との契約関係にはいるが，こんどは，契約にもとづく「市場」

の安定を背景にして農場生産の規模拡大が促される。こうして大規模農場

のマーケットシェアの拡大はアグリビジネス企業の農業生産の統合の体制

と併進することになる。

生産あるいは販売の契約が結ばれることの多い商品は，ブロイラー，

鶏・卵，牛乳・酪農品，とうもろこし，大豆，小麦，野菜，果実，てんさ

いなどである。

全体的にふれば生産契約よりも販売契約が件数では勝るが，商品別に承

ると，生産契約はブロイラー，鶏卵，加工野菜，てんさい，販売契約は牛
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表１２農産物販売規模別および

二回ｲﾗ|鶏･卵|塞贄品|肉牛に己もろ|大豆
20,900 
（11.0） 

2,262 
（1.2） 

23,940 

（12.6） 
37,448 
（19.7） 

18,697 

（9.8） 
8,487 

（4.5） 
総 数

２８５ 

（5.0） 

1,846 
(10.6） 

4,666 
(13.7） 

9,543 

(14.4） 

4,453 

(12.9） 

3,147 
（9.9） 

２９３ 

（5.2） 

２，３７５ 
（13.6） 

6,018 
（17.7） 

13,330 
（20.1） 

７，９５１ 
（23.0） 

７，４８１ 
（23.6） 

１６７ 

（２．９） 

1,491 
（８．５） 

4,832 
(14.2） 

8,811 
(13.3） 

2,574 
（7.4） 

８２２ 

（2.6） 

１５１ 

（2.7） 

２５０ 

（1.4） 

３１０ 

（0.9） 

５３６ 

（0.8） 

３６７ 

（1.1） 

６４８ 

（2.0） 

Ｊ
Ｊ
 

Ｊ
Ｊ
 

５
８
０
７
７
８
２
５
１
５
２
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８
。
４
。
０
。
９
。
６
。
０
。

３
６
３
７
３
６
９
４
８
２
６
１
 

く
１
く
２
く
２
く

４４３ 

（７．８） 

1,157 
（６．６） 

2,638 
（7.8） 

8,614 
(13.0） 

5,537 
(16.0） 

2,511 
（7.9） 

50万ドル以上

２０～５０万

１０～２０万

４～１０万

２～４万

２万ドル未満

農
産
物
販
売
金
額

生産契約

販売〃

生産･販売〃

その他契約

4,286 

25,498 

５６７ 

7,097 

3,484 

16,216 

４９６ 

３，７４５ 

7,741 

680 

4,042 

6,234 

4,143 

423 

1,208 

2,714 

3,567 

12,469 

４４２ 

４，４２２ 

548 

678 

426 

610 

契
約
の
種
類

協
飼
出
加
そ

同組合

料会社

荷業者

工業者

の他

０
５
６
８
４
 

２
４
４
１
２
 

７
 

７４６ 

４０５ 

２０ 

１，１５４ 

１，２７７ 

1,418 

５５６ 

１７ 

７６１ 

１，４８８ 

９９４ 

５，０７２ 

１９５ 

２，８９１ 

５４４ 

４８１ 

１，７６９ 

１３９ 

９６５ 

１，３１０ 

2,416 

９ 

９ 

１，０３２ 

１８７ 

生
産
契
約
先

出所：Ｚ９７４Ｃｅ"s"ｓｏ／Ａｇγjc"〃γe,Vol､２，Ｐａｒｔ３，ChapterlV,ｐｐ・ＩＶ６－１７

Ｄ主要商品の「ホップ・サトウキビその他」にはポップコーン，ポテト，

２）生産契約先別の件数では生産契約および生産・販売契約を合算した。

乳・酪農品，とうもろこし，大豆，小麦，果実，てんさいなどに多く承ら

れる。ブロイラー・鶏卵の契約生産の契約先は飼料会社,加工業者が多く，

加工野菜，てんさいではほとんどが加工業者である。

ブロイラーおよび加工野菜（トマト）にもっとも典型的にふられる契約生

産では，農業経営者は生産資材の供給および生産物の価格と市場の保証を

得るかわりに経営上の自由を引き渡したものと言うべきである。彼等は，

事実上，垂直的統合企業の経営内の一つの段階（原材料生産部門）を担当す
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小＝|Ｍ花|(琵加茎)|(墨加睾)|てんさい|雛|篝件蒙
農場100
あたり
契約件数

15,416 
（8.1） 

４６３ 

（8.2） 

１，３８６ 
（7.9） 

２，６７６ 
（7.9） 

５，５２３ 
（8.3） 

２，９７１ 
（8.6） 

２，３９７ 
（7.6） 

Ｊ
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１
く

13,228 
（7.0） 

８０６ 

（14.2） 

１，３８０ 
（7.9） 

2,040 
（6.0） 

３，７５４ 
（5.7） 

２，３３５ 
（6.5） 

３，０１３ 
（9.5） 

14,056 
（7.4） 

３８５ 

（６．８） 

７０９ 

（4.1） 

１，２０９ 
（3.6） 

２，９３１ 
（4.4） 

２，７４９ 
（7.9） 

6,073 
（19.2） 

6,936 
（3.7） 

５６８ 

(10.0） 

1,344 
（7.7） 

1,830 
（5.4） 

2,281 
（3.4） 

６５１ 

（1.9） 

２６２ 

（0.8） 

１７，３５８ 
（9.1） 

９７３ 

（17.2） 

２，３３５ 
（13.4） 

３，３２２ 
（9.8） 

５，２１７ 
（7.9） 

２，６６７ 
（7.7） 

２，８４４ 
（9.0） 

189,899 
（100.0） 

５，６６３ 
（100.0） 

１７，４８０ 
（100.0） 

34,029 
（100.0） 

６６，４２６ 
（100.0） 

３４，６２９ 
（100.0） 

３１，６７２ 
（100.0） 

11 

０
４
４
１
１
４
 

５
４
３
２
１
 

1,645 

10,886 

２５１ 

２，６３４ 

1,399 

4,045 

１１２ 

１，５５９ 

5,396 

3,414 

４３９ 

３，９７９ 

1,533 

8,519 

６４３ 

３，３９５ 

2,335 

2,416 

４４９ 

１，７３７ 

4,890 

7,952 

７４１ 

３，７８０ 

42,109 

94,373 

10,661 

42,800 

６
３
５
３
８
 

７
５
 

９
３
 

５
２
 

１
６
 

２
８
１
０
９
 

０
 
１
３
２
 

３
 

２
７
 

２７８ 

６ 

５８１ 

４，６４９ 

１１０ 

1,069 ４８４ 

３ 

１４ 

２，０５５ 

６７ 

５９４ 

２８７ 

192 

2,733 

1,436 

９，６６０ 

９，２６９ 

1,582 

17,496 

９，０１０ 

255 

610 

132 

ベニバナを含む

又，契約先の不明な農場は除外した。

るにすぎず，いわば，アグリビジネス企業の圃場管理人(fieldmanager）と

呼ばれるに等しい位置のものとなった。

すでに述べたように80年代の二つのセンサスは契約関係のデータを全く

与えない。しかし，この間に，アグリビジネス企業との各種の契約が農業

生産の一層大きな部分をとらえるようになっていることは推察に難しくな

い。
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注

センサス当局は''1980年代合衆国連邦統計計画のフレームワーク〃（連邦統計

政策基準局，1978年７月刊）によって展望された連邦統計データ体系改革の一環

として，農場から最終消費者に至る生産と流通の過程を跡づけるデータを獲得す

る計画を立てていた。

そのために，まず，農業センサスの調査実施年を1974年以降４年間隔に短縮し

て，1982年には他の経済センサスのそれと一致させる措置をとるとともに，農業

センサスを伝来の農場と農場人口に限定されたセンサスから解放して，工業・商

業センサスなど諸他の経済センサスデータとリンクしうる統合的データ体系の実

現を期そうとした。このようなデータ体系の改革によって農外独占大企業やアグ

リピジネス企業による直接経営又は各種の契約をつうずる農場生産の包摂・統

合・支配の姿が映し出されることになると期待された。しかしレーガン政権下の

統計予算の削減がこのような統計政策の進行を頓挫させた。

このようなアグリビジネス企業による農業生産統合の体制は，マーケッ

トシェアの拡大と集中の担い手である大規模農場の包摂を軸として進行し

ている。

そこで，おわりに，７０年代および80年代の大規模農場のマーケットシェ

アの拡大がどのような商品グループを中心に進展してきたのかを示してお

こう（表13)。

ここに示されているように，８０年代後半には，野菜，果実，園芸，家禽，

肉牛の商品グループについて，大規模農場グループがマーケットシェアの

過半を占めるに至ったことが注目される。これら商品グループの主力的担

い手は販売額50万ドル以上，とりわけ，100万ドル以上の資本主義的農場グ

ループであること，そして，すでにみたように，その多く（100万ドル以上農

場の半分）が法人組織をとっていること。また，これら商品グループについ

てはアグリビジネス企業との各種の契約あるいは直接経営による統合の体

制の下での生産が広まっていること，さらに，これら商品グループの生産

の主力的担い手となっている大規模農場に雇用と賃金の集中が著しく進ん

でいること，しかも，最近になるほど，労務請負人またはクルーリーダー

のような仲介業者を通じてより多くの賃金が支払われるようになっている



表１３農産商品グループ別にふた大規模農場のマーケットシェア（1974,1978,1982,1987）
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場の販売額
シェア％
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ドル以上農
場の販売額
シェア％
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ことなどが注目される点であった。

こうして大規模農場グループが販売額の過半をおさえている商品グルー

プの販売額合計が，いまや，アメリカ全農場販売額の，これまた，過半を

占めるに至った点が留意されねばならない。

以｣:，もっぱら農業センサスのデータによって現代アメリカ農業におけ

る雇用労働の意義についてみてきた。しかし，農業センサスデータも含め

て，現行の農業雇用労働データは，いままで述べてきたような事態の進行

のもとで，現実を正しく映し出すものとなっているであろうか。これらの

検討を次章の課題としよう。

Ｉ農業雇用労働データの源泉とデータ問題

アメリカ農業の雇用労働は，すでにみてきたとおり，特定地域の特定タ

イプの大規模農場への集中がきわめて顕著であった。

この過程は農業における経済集中の過程と相伴って現に進行中である。

こうして家族労働力のあれこれの補充という性格から明らかに抜け出た雇

用労働力の性格の一段の変化が注目されるところであった。

現行の農業雇用労働データは，雇用労働力の規定と区分，あるいは，デ

ータ収集の方法において，このような現実の変化を十分映し出すようにな

っているであろうか。これの検討がここでの課題である。

雇入れのある農場と農場のタイプ,農場の雇用労働支出と雇用労働者数，

雇用労働者の人口特性(人種，年齢，性，世帯内地位など)，経済特性（就業日

数，収入，賃金など）と農業生産とのかかわりといった農業雇用労働の多様

な側面にかんするデータが多くの源泉から獲得される。

しかし，一般に，これらのデータは農業雇用の変化しつつある現実の姿

を映し出すのに必ずしも成功しているとは言えない。あとで検討するよう

に，むしろ失敗していると言うのが1Ｆい､評価であるように思われる。
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農業雇用データは，主として，①労働者を雇用する事業所（農場）また

は雇主，②労働者を供給する世帯または労働者，③政府機関の行政記録ま

たは連邦政府による各種の農業労働者援助事業から獲得される。

以下，これらの諸源泉をたどり，それぞれの源泉から引き出されるデー

タの性格を問題にしよう。はじめに農業雇用データが引き出される主要な

源泉を一括表示しておこう。

1．労働者を雇用する事業所または雇主

（１）農業センサス（ＣＯＡ）

（２）四半期農業労働力調査（ＱALS）

（３）農場費用・報酬調査（FCRS）

2．労働者を供給する世帯または労働者

（４）人口センサス（COP）

（５）人口現況調査（CPS）－雇用農業労働力調査（ＨＦＷＦ）

3．行政上の記録または連邦政府による各種の農業労働者援助事業

（６）〔雇主から〕失業保険計画（ES-202）（Unemploymentlm

suranceProgram）〔労働省雇用訓練局〕

（７）〔労働者から〕各種の農業労働者援助事業

・移動労働者衛生事業（MigrantHealthProgram）〔厚生省公

衆衛生局〕

・移動労働者教育事業（MigrantEducationProgram）〔教育

省〕

・農業労働者住宅ローンおよび補助金事業（FarmLabor

HousingLoanandGrantProgram）〔農務省〕

・その他

1．労働者を雇用する事業所又は雇主

事業所データは農場雇主から収集される。事業所データの主要な源泉は
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商務省センサス局「農業センサス｣，農務省全国農業統計局「四半期農業

労働力調査｣，同「農場費用・報酬調査」である。

（１）農業センサス（CensusofAgriculture）

農業センサスは1840年以来定期的に行なわれてきた。これは５０の州，

3,150の郡レベルにまで降りた包括的な基本統計を与える唯一の源泉であ

るとともに，長い間にわたる農業の変化を述べる歴史的統計シリーズの源

泉として価値のあるものである。

農業センサスは当該年に最低1,000ドル相当の農産物を販売したか，ま

たは通常販売するとふられるすべての場所を数えあげる（農場の定義がこの

ように定められたのは1974年以後である)。こうして1982年には全国224万，

1987年には210万の農場が数えられた。雇用農業労働者とは，これらの農

場において賃金を得て働くすべての人々である。農業センサスの雇用関係

のデータは全農場の20％サンプル，すなわち，約45万の農場からえられる。

これら農場の経営者に対して，農業労働者を雇用したかどうか，雇用した

場合，その人数を雇用期間150日以上，または，150日未満の別に，そして

雇用労働（hiredlabor）支出額を尋ねる。また，請負労働（contractlabor）

支出額および請負作業（customwork）支出額を尋ねる。

雇主の報告する事業所データでは給料支払簿に含まれるすべての人が対

象となるから，その雇用労働支出には，圃場農業労働者に対する支払だけ

でなく，有給の家族員，雇われマネージャー，監督など農場雇主が直接に

支払う雇用支出が含まれる。

請負労働支出額には農場経営者が農業労務請負人またはクルーリーダー

に支払う請負手数料およびかれらをとおして間接的に労働者に支払われる

賃金支払額が含まれる。

請負作業支出額は農場経営者がトラクターによる耕転やコンバインによ

る収穫などの作業を機械もちオペレーターに請負わせた場合の請負サービ

スに対する支払額である。

したがって，これは機械賃借料とオペレーターの賃金から成る。
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1982年農業センサスは，約87万の農場が約500万(雇用150日未満のもの約

400万，150日以上のもの約100万）の労働者を雇用し，雇用労働支出額は約８４

億ドルであったと報告した。

また，労務請負人あるいはクルーリーダーをとおして労働者を使用した

農場は約14万で，請負労働支出は約11億ドルであったと報告されている。

さらに，約90万の農場が請負作業に対して約20億ドルを支払っている。

雇用労働支出には賃金または俸給のほかボーナスおよび雇主が支払う社

会保障税その他の付加給付支出が含まれている。したがって，労働者の賃

金が同じかまたは下った場合でも賃金以外の上述の支出が増大すれば労働

支出は全体として増大してあらわれることになる。また，請負労働支出は

農場主が労務請負人またはクルーリーダーに一括支払った請負サービス料

金であって，これは仲介業者の請負手数料のほか労働者に支払われる賃金

を含んでいる。しかし，支払賃金のピンハネが広く行なわれるのであるか

ら，農場主の請負労働支出額とクルー労働者の受取賃金額との乖離は小さ

くないであろう。

以上に指摘したような問題を含むとは言え，また，あとで検討するよう

なセンサス雇用労働支出データの過小申告の傾向にもかかわらず，農業セ

ンサスの労働支出データは合衆国の農業雇用データのうち，もっとも有用

なものであると言ってよい。

その理由は，第一に，州郡レベルまで下りたデータを与えること，第二

に，農業雇用労働支出および請負労働支出のデータは，大部分の他の雇用

労働データの源泉からほとんど排除されている「非合法」労働者の雇用に

ついての支払も原則的に含むであろうと考えられること，第三に，センサ

スの労働支出データを別途（QALSなどにより）得られる平均時間賃金で割

れば，おおよその雇用量（労働時間）を推定できること，である。

ところで，ここで問題にしなければならないのは，1982年まで農業セン

サスが与えてきた雇用労働者数の統計である。

前に述べたように，農業センサスは，当該年の間の雇用期間150日以上
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または150日未満の労働者をそれぞれ何人雇用したかを農業者に尋ねてい

る。この結果，1982年農業センサス報告書では｢農場に150日未満雇用され

た労働者400万」「150日以上雇用された労働者100万｣とされている(表14)。

表１４１９８２農業センサスによる雇用労働者（合衆国）

雇用労働のあった農場数

労働者数

１５０日以上の労働者数

１５０日未満の労働者数

869,837 

4,855,857 

949,481 

3,906,376 

出所：Ｚ９８２Ｃｅ"s秘ｓｏ／Ａｇアノc"ﾉﾉ"γe，ＶＯＬ１，Ｐａｒｔ５１，ｐ､７

しかし，これは，農業センサスが1982年において年間１５０日未満雇用の

労働者が400万人，150日以上雇用の労働者が100万人存在したことを報告

したわけではない。

では，この農業センサス報告書の労働者数とは何を語るものなのか。き

わめてmisleadingな数字である。なぜならば,農業センサスでは，各農

場が人を雇うたびに雇用150日以上または150日未満の区分に従って，その

人数を記録している。

たとえば，１人の労働者が１年のあいだに２ないし３箇所の農場を渡り

歩いて30日ずつ雇われるとすれば，各農場のセンサス調査票に１５０日未満

の雇用労働者として，そのつど人数が記録されることになる。

したがって，この’１労働者数〃のデータは雇用農業労働者の実人員数で

ないことは明らかであるが，また，言うまでもなく廷人数でもない。この

数字が示すものは，合衆国の農場が１年の間に長期（150日以上）または，

短期（150日未満）の労働者の雇用にふりむけた賃仕事口（farmjobs）の数

なのである。この賃仕事口が実際に何人の労働者によって充足されたかが

推定されるならば，それが雇用労働者の実人員数となるであろう。

MartinＰ.Ｌ・（カリフォルニア大学デーヴィス校教授）はセンサスのこの数

字について「センサスデータは１年の間に農業労働者のためにつくり出さ

れた仕事ロ（jobs）の数と種類についての推定を与える。しかし，これは
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農業で働いた個人の総数ではない。なぜならば，一つ以上の農場で雇用さ

れた人はそれぞれの農場主によって記録されるからである｣①と述べてい

る。

このセンサス数字の実体の不分明さについては日本でもすでに早くから

多くの人が気づいていた。

たとえば大内力は以下のように指摘していた。「常用（150日以上雇用のも

の）の場合は１年に２箇所以上で働くことはめったにないであろうからほ

ぼ実数に近いかも知れないが，季節（150日未満雇用のもの）の場合は，短期

間にいくつもの農場を渡り歩けば，それがすべて別々に計上されるから

(この数字は）実人員でもないし延人数でもない，意味のない数字である｣②

（カッコ内は喜多が補足）と。

1987年農業センサスでは，各農場における150日以上または150日未満雇

用の労働者という不分明な数字をもたらす質問はセンサス調査票から削除

されている。

この結果，センサスからは雇用量にかんするデータは全く得られなくな

った。

1987年農業セソサスでは，雇用データは農業者がどのような労働者をど

れだけ雇用したかを示すことではなく，生産コストの一項目としての労働

支出という観点の承が貫ぬかれるに至った。したがって，雇用量をつかむ

ためにはセンサスの労働支出を時間（又は日・年）賃金で割るという方法に

よるほかない。（前掲表６参照）

そして，これが現在，雇用量を推定しうるもっとも妥当な方法であると

言ってよいであろう。

1987年農業センサスでは雇用データの簡素化が一段と進められた。しか

し，雇用労働支出金額別（および請負労働支出金額別）の農場数と支払金額

の統計は残されている。したがって，これによって雇用と賃金の集中度を

直接に知ることができる。

すなわち，農場数では２％弱の大規模雇用農場（賃金支出10万ドル以上）
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が合衆国の全雇用支出の過半（51％）を集中している（前掲表３参照)。

そして，これら大規模雇用農場がまた農産物の大規模販売農場であるこ

とも農業センサスの結果から知ることができる。

（２）四半期農業労働力調査（QuarterIyAgriculturalLaborSurvey）

農務省全国農業統計局（ＮASS）は農業従事者種類別（農場経営者，無給

家族員，雇用労働者）の人数，就業時間，農場支払賃金（時給）にかんする

情報をうるため農場雇主に対して「農業労働力調査」（AgricultureLabor

Survey）を実施している。

1910年にはじまったこの調査は1974年まで長期にわたりボランティアの

農場を対象にしてきたが，1975年以降は確率的抽出調査に改められた。同

時に，それまでの毎月末の１週間の調査が1975年から年間四半期ごとの４

回調査となった。ところが1981年には，レーガン政権下の統計予算の削減

のため１月と４月の２回調査となり，さらに1982～1983年には７月だけの

年１回調査となった。しかし，1984年には７月と10月の２回調査に修復さ

れ，さらに，1985年以降は再び毎四半期調査に戻った。１月，４月，７月，

10月の各四半期の月の12日を含む１週間に農場において就業する自営従事

者，無給家族従事者，雇用農業労働者の数についての情報を収集する。自

営従事者は調査週間内に１時間以上，無給家族従事者は15時間以上農業に

従事したもの，また，雇用労働者は同じく１時間以上賃金を得て農業労働

に従事したものである。そして，各従事者の１週間の労働時間数，雇用労

働者に対する賃金支払方式（時間給，出来高払給,その他）別の時間賃金率お

よび経営者が雇用労働者に支給する給料外給付（住宅，食事，特別手当）の

情報も収集される。

この調査は1985年以降，ほぼ１４，０００の農場経営者から情報を得ており，

サンプルの半分が各四半期ごとにローテーションされる。農場の定義はセ

ンサスのそれに準ずる。

いま，この調査の結果を1960年以降について示すと次のとおりである

(表15)。
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農業従事者構成（1,000人）
備 考

計｜家族員｜雇用｜雇用の割合

％
 ７
６
６
 

２
２
２
 

毎月調査の平均1９６０ 

６５ 

７０ 

7,057 

5,610 

4,523 

5,172 

4,128 

3,348 

1,885 

1,482 

1,175 

圭｜四半期調査の平均
7５ 

８０ 

4,342 

3,705 

3,025 

2,402 

1,317 

1,303 

３３１１月と４月調査の平均8１１３，３３０１２，２３６１１，０９４ 

竃’？月…旧調査
8２ 

８３ 

4,043 

3,749 

2,494 

2,271 

1,549 

1,478 

３６１７月と10月調査の平均8４１３，４０５１２，１７５１１，２３０ 

菫｜四半期調査の平均
8５ 

８６ 

3,115 

2,912 

2,017 

1,873 

1,098 

1,039 

出所：農務省全国農業統計局「農業労働力調査」

ここにふられる農業従事者構成の激しい変化は，もともと雇用労働力に

ほとんど依存することのない中小家族農場の経営破綻の急速な進行に伴う

家族従事者の大量減少と機械化による農業賃労働除去の趨勢そして他方，

労働集約的農業部門における規模拡大に伴う雇用の増大などの動きを反映

している。

しかし，８２～83年の雇用割合が高くでているのは，もっとも雇用の多い

７月のみの調査によるためである。注意を要する。

ＱＡＬＳの結果はＦα'ＷＣＬａｂｏγ（ＵＳＤＡ，ＳＲＳ）に公表される。これの

1988年４月の結果によれば，雇用労働者数はほぼ100万で，その70％が雇

用期間１５０日以上の常用労働者となっている。また，全雇用労働者の平均

時間賃金は５ドル，週間労働時間は40時間である。賃金は果実・野菜農場

において最高となり，また，農産物販売額25万ドル以上の農場がもっとも

高い賃金を支払っている。そしてこれら大規模農場が全雇用労働支払額の

53％を占める。さらに，１１人以上の雇用労働者のいる農場が全雇用労働者
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の41％を集中していることなど雇用と賃金の大規模農場への集中の状況が

示されている。

ところが，雇用労働者の70％が常用労働者であるというＱＡＬＳの結果

は農業センサスの結果の示すところとは大いに異なる。

センサスでは季節労働者がつねに常用労働者の４倍程度の大きさである

ことが示されてきた。（もっとも農業センサスの雇用労働者数の統計は，すでに

述べたとおり，正しくは農場の賃仕事口の数を示すものであるが）

これはＱＡＬＳでは季節雇用の出来高払労働者が雇主の記録においてつ

ねに過小に報告される結果，常用労働者数が相対的に過大になるためであ

る③。

ＱＡＬＳのデータは，長年にわたり，農業と非農業の賃金または雇用の

比較に利用されてきた。しかし，注意を要することは，その農業労働者賃

金が，雇主に直接に時間賃金または出来高払賃金の報告を求めたものでは

なく，総賃金額を総労働時間で除して求めた平均時間賃金だという点であ

る。この算出方法では，各作業によって時間賃金が大いに異なるのに，各

作業の就業時間によって加重された平均賃金があらわれるという問題を含

んでいる④。

ところで，1986年１１月成立の移民法改正管理法（IＲＣＡ）はグロワー

(grower)(注)の強い要求をいれて農業特別条項(SpecialProvisionsforAgrf

culture）をとりいれた。これは生鮮商品生産分野において労働力不足が生

じた場合，そして，労働長官と農務長官がその旨を認定すれば，新しく外

国人農業労働者を導入できるとするゲストワーカー利用の道(農業労働者補

充計画：ReplenishmentAgriculturalWorkerProgram）を開いたものである。

農務省は，これに伴って，ＱＡＬＳに新しい質問項目を追加した。すな

わち，労働力不足のため収穫に損失を受けたかどうか，また，これらの損

失を防ぐためどれだけの追加労働力を必要としたかなどを尋ねることにな

った。しかし，この質問がグロワーによってゑせかけの労働力不足状態を

作り出すのに利用されるおそれは十分にあると言わねばならない。
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ＱＡＬＳは，従来とも，外国人農業労働者の賃金率を決定するデータと

して利用されてきたが，今回さらにゲストワーカー導入のための労働力不

足判定のよりどころとなる資料を与えることになり，ＱＡＬＳに新たな関

心が集まっている。

注グロワー(grower）：アメリカではfarｍｅｒ一般と区別して，とくにｇｒｏｗｅｒ

という呼称が雇用労働力に依存する資本主義農場経営者又は富農を指す場合に

用いられている。以下の叙述においてもグロワーの呼称はこのような性格の農

業経営者を指して用いる。

（３）農場費用・報酬調査（FarmCo8t8andReturn8Survey）

農務省全国農業統計局(ＮASS)が実施するＦＣＲＳは毎年２～３月を通

じて約24,000のサンプル農場から農業者の生産支出と報酬にかんする情報

を収集している。したがって,ここから農業者の労働支出(laborexpenditure）

にかんするデータが得られる。

ＦＣＲＳは1985年に農場生産支出調査（FarmProductionExpenditure

Survey）と生産費調査（CostofProductionSurvey）とが統合されたもので

ある。農場の定義は農業センサスのそれに準拠している。労働支出の項目

には，農業労働者に支払った現金賃金，ボーナス，現物および付加給付金

のほか社会保障税の雇主負担分が含まれる。

また，これとは別に報告される請負労働支出には労務請負人またはクル

ーリーダーに請負わせて行なった収穫，植付，播種などの請負労働支出が

含まれる。

この調査結果は，毎年，農務省経済調査局（ERS）の「農業部門の経済

指標｣(ＥＣＯ"o〃ＭＭＣα/ｏｒo〃んe肋γ加Ｓｃc/ｏｒ)のシリーズにおいて州別に，

また，全国農業統計局（NASS）の「農業生産支出報告」（肋γ加乃Ｍ"c"o〃

ＤｗＭ/"γｅルｐｏｒｊ）において，全国10農業生産地域別に公表されている。

また，この農業生産地域別(注)の結果はさらに農産物販売規模別分類と組

合せられている。

注１０農業生産地域：東北区，大湖州，コーン・ベルト，北平原，アパラチア山
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脈，南東区，デルタ州，南平原，山岳部，太平洋岸

ＥＲＳは1986年の合衆国の農業現金労働支出額を92億ドルと推定してい

る。（ECO"o〃ｃＩ"dｊｃａ/ｏｒｓｏ／伽Ｆαγ”SCC/0γｆＳＺα/ｅＦｊ"α"cjczノＳ"”腕αγj'，

1986,ＵＳＤＡ，ERS.)。

カリフォルニア州の労働支出は格段に大きく，２２億ドルを示し，１州だ

けで全国労働支出の24％を占めている。フロリダの７億ドル，テキサスの

６億ドルがこれにつぐ。

一方，ＮＡＳＳの１９８６「農業生産支出報告」によれば，全国労働支出は

100億ドルで，農業者の生産コストの９％を占めた｡また，労働支出の80％

が現金賃金，１０％が請負労働支出であったと推定している。（Fαγ,,,DC．

d"cﾉﾉo〃Ejr〃"〃”Cs，1986,ＵＳＤＡ，ＮＡＳS)。

ＥＲＳとＮＡＳＳの推定値はいくらか異なる。その理由は,ＥＲＳはＦＣＲＳ

の結果を農業センサスの支出データによって修正するなどの作業を加えて

いるのに対して，ＮＡＳＳの推定値はすべてＦＣＲＳの結果そのままである

ことによる。

①Martin，Ｐ.Ｌ､，ＣａﾉﾉﾉＭｚｊα'ＳＦαγ"ＬａｂoγＭｚγ１Ｍ．ＵＣＡＩＣＩｓｓｕｅｓ 

ＰａｐｅｒＮｏ､87-1,Ｊｕｌｙ1987,ｐｌ５ 

②大内力「現代アメリカ農業」東大出版会，1975,ｐ､１５７

③Martin，Ｐ.Ｌ､，ｎｗｅｓ/ｏ／ColWsjo"，Ｍｇγα"／Ｗｂγｈｅハノ〃Ｕ・Ｓ

Ａｇγjc〃〃”e，WestviewPress，1988,ｐ，３８

④ノ6Ｍ，ｐ３７

２．労働者を供給する世帯又は労働者

世帯データの主要な源泉はセンサス局が行う10年ごとの｢人口センサス」

(COP）と同じくセンサス局が毎月行っている「人口現況調査」(CPS)の１２

月調査に１年おきに付帯して行なわれる「雇用農業労働力調査｣(ＨＦＷＦ）

である。

（１）人ロセンサス（Cen8u80fPopulation）

人口センサスは1790年以来10年ごとに行なわれてきた。センサス局は人
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ロセンサスによって個人の年齢,性,世帯内地位,人種などの人口統計的デ

ータおよび収入，職業，従事する産業などの経済特性データを収集する。

センサス局はセンサス実施年の４月（最近の人口センサスでは1980年４月）

に全世帯に調査票を郵送する。回答者は３月の最終の週にかんする就業，

雇用のデータおよび前年（1979）の１年間にかんする収入を報告するよう

求められる。この１週間に一つ以上の仕事に従事した人は，一番長く従事

した仕事を申告する。

就業・雇用のデータおよび収入のデータは全世帯の19％のサンプルから

収集される。

しかし，人口センサスの結果を農業雇用労働のデータとして利用しよう

とするとぎ決定的な問題が存在する。

第一に，人口センサスにおいて農業労働者として数えられるためには３

月の最後の週に主な仕事として農業労働に従事していなければならない。

３月以外のほかの月に農業に雇用されても農業労働者とはならない。とこ

ろが，３月という月は大部分の州において季節的農業雇用の少ない月であ

る。

この時期に農業労働者としてとらえられるもののなかでは周年雇用の畜

産労働者（主として白人）が大きな割合を占める。

第二に，収入データは前年の１年間のすべて仕事に対して得られた賃金，

俸給収入の合計であるから，就業，雇用データが得られる１週間に従事し

た仕事とは対応しない。

したがって，農業労働者が前年の１年の間に農業労働のほか農業以外の

仕事をあれこれやっていたとすれば，これらの賃金収入がすべて計上され

ている。

第三に，人口センサスは調査実施の手続きから言って移動労働者，とり

わけ「非合法」労働者をほとんどとらえていないとZAなければならない。

なぜならば，移動労働者の宿所として，通常の住居とはふられない農家の

廃屋や放置された乗合バスなどが使用されていることが多く，これらは人
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ロセンサスが人々をとらえるのに用いる住宅リストには十中八九含まれな

いだろうからである。

1980年人口センサスは，農業労働者87万5,000人，農業経営者110万人と

報告している。そして，農業労働者の65％，農業経営者の97％は白人であ

った。ヒスパニック，黒人など少数民族の農業労働者および農業経営者が

著しく過小にとらえられていることは明らかである。

いま，人口センサスによって，農業労働者の多い上位10州について農業

労働者の人種別構成を示して承よう（表16)。

表１６農業労働者上位10州の人種別構成（1980人ロセンサス）

カリフォルニア

テキサス

フロリダ

ウイスコンシン

アイオワ

ノース・カロライナ

－１－ヨーク

ミネソタ

イリノイ

ワシソトン

上位１０州計

150,116 

６５，２７６ 

５１，８２４ 

３４，６８８ 

３０，０２２ 

２９，４０７ 

２７，８００ 

２６，１１１ 

２５，５２２ 

23,381 

464,147 

３
１
７
９
９
０
４
９
６
４
４
 

２
４
３
９
９
５
９
９
９
６
５
 

７
７
６
４
３
３
３
３
３
３
３
 

１
 

５
 

１
６
０
 
４
 

１
２
２
１
１
１
２
１
３
１
５
 

７
５
 

３
３
 

５
１
１
 

4６ 

３ 

３
１
 

１
１
９
 

４
２
 

合衆国計’８７４，７８４１１００１６５１１１１２２１２

出所：Ｚ９８０Ｃｅ"s"ｓｏ/Pop"ﾙﾉﾉo〃

これによれば，上位10州のなかに，ウィスコンwンン，アイオワ，ミネソ

タ，イリノイなどの中西部の諸州が含まれている。これは大部分の州にお

いて季節雇用の少ない３月末という時期において，これら中西部諸州の畜

産農場における周年の白人農業労働者の存在が，これらの諸州に相対的に

高い地位を与えることになったためである。
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（２）人ロ現況調査（CurrentPopulationSurvey）

－雇用農業労働力調査（HiredFarmWorkingForce）

ＣＰＳは労働省労働統計局(BLS）に代って商務省センサス局が毎月実施

している世帯にかんするサンプル調査であって，雇用データの有力な源泉

となっている。

1940年以来実施されてきたこの調査は労働力の就業と失業，年齢，性，

人種，教育，職業，従事する産業など雇用にかんする包括的な情報を与え

ている。

ＣＰＳは，合衆国全体を通じて，人口センサスの結果に基づき選定され

る約６万の確率標本世帯を対象とする。全国12のセンサス地域事務所の調

査員が面接の方法によって毎月の12日を含む１週間の世帯員の就業状態を

調査している。

このＣＰＳの12月調査に対して，農務省ＥＲＳの委託によって雇用農業

労働にかんする質問項目が追加されて隔年調査として実施されているのが

雇用農業労働力調査（HFWF）である。

ＣＰＳから得られる雇用データは毎月,労働統計局によってⅥ雇用と賃金〃

E”/0)wzc"／α"ｄＥｔｚγ"j"9ｓに公表される。また，ＨＦＷＦ調査の結果

は農務省ＥＲＳの報告書ＴｌｏＣＨＪγ０．Ｆ(zγ腕ＷＤγAFj"ｇＦｏγｃｅｑ/･１９××

(1985年以後はＴ〃ｅＡｇγｊＭ/"γαノＷＤｒﾉＭＭｅｏ／19××と改称）として隔年

に公表されている。

もともとＨＦＷＦ調査は，1945年の開始以来，1977年までは毎年(12月）

実施されてきたものが，1979年以降は２年に１回の隔年調査に簡略化され

たものである（したがって，1978,1980,1982,1984,1986,1988の偶数年には，

この調査は行われていない)。

ＨＦＷＦ調査の対象となる世帯は，まず，ＣＰＳの６万世帯のすべてに対

して，１年の間にⅥこの世帯のなかでだれか１日でも賃金をうるため，な

んらかの農業労働に従事した人がいるか？〃という質問に対する回答によ

ってふるいわけられる。
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この質問にＹｅｓと答えた世帯（1983年調査ではおよそ1,500世帯）がさら

に，雇用農業労働と賃金にかんする一連の質問（農業・農外の労働日数や賃

金収入）をうける。最低１人の雇用農業労働者がいた世帯において，１９８３

年には1,880人，1985年には1,771人，1987年には1,647人の農業労働者が

数えられた。

また，この調査は全国的に移動農業労働者（migrantfarmworkers）の数

と特性を明らかにする唯一のデータ源である。それだけに，この調査がと

らえる移動農業労働者の統計と現実とのくいちがいが農業雇用労働をめぐ

る論議の大きな部分を占めてきたのである。

この調査では，移動農業労働者を「賃金をうることを目的として農業労

働に従事するため－時的に家を離れて泊りがけで別の郡に滞在する人｣①

と定義している。

すでに述べたように，ＣＰＳの６万のサンプル世帯のうち，最低１人の

雇用農業労働従事者をもつ世帯は，1983年について言えば約1,500(雇用農

業労働者数1,880人）であったが，このうちさらに移動農業労働者のいた世

帯はわずか120ほどにすぎなかった。

この小さなサンプルが人口センサスによるウエイトを基礎にして拡大さ

れ，全国で約22万人（1983年）の移動農業労働者人口が推定され，１０農業

生産地域別に人数と特性が示されるのである。これを示すと表17のとおり

である。

ところで，ＨＦＷＦとくに移動農業労働者調査については多くの批判が

なされている。

これらのうちFriedland，Ｗ，Ｈ・（カリフォルニア大学サンタ・クルーズ校

教授)が行なった批判は体系的である｡彼は農務省の刊行物(QALSやＨＦＷＦ

の報告書)が一貫してヒスパニック季節労働者の重要性を過小評価している

点にとくに注意を喚起している②o

Friedlandの指摘も含めてＨＦＷＦにかんする批判を列挙してみよう。

第一に，あまりにも小さな移動農業労働者世帯サンプル（全国わずか120
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注１）1981年の地域区分は農業生産地域別ではなく，連邦標準地域別に表示されている。したがって利用不可能（ＮＡ）
２）農業生産地域はつぎのとおり：東北区はメイン，ニューハンプシャー，ヴァーモント，マサチューセッツ，ロード・アイ
ランド，コネティカット，ニュー・ヨーク，ニュー・ジャージー，ペンシルヴェニア，デラウェア，メリーランドの１１

州，大湖州はミシガン，ウィスコンシン，ミネソタの３州，コーン・ベルトはオハイオ，インディアナ，イリノイ，アイ
オワ，ミズーリの５州，北平原は北ダコタ，南ダコタ，ネブラスカ，カンザスの４州，アパラチアはヴァージニア，西ヴ
ァージニア，北カロライナ，ケンタッキー，テネシーの５州，南東区は南カロライナ，ジョージア，フロリダ，アラバマ
の４州，デルタ州はミシシッピー，アーカンソー，ルイジアナの３州，南平原はオクラホマ，テキサスの２州，山岳部は
モンタナ，アイダホ，ワイオミング，コロラド，ニュー・メキシコ，アリゾナ，ユタ，ネバダの８州，太平洋岸はワシン
トン，オレゴン，カリフォルニア，アラスカ，ハワイの５州

四
四
骨
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世帯）によって移動農業労働者人口の推定が行なわれていることである。

たしかに，1979年以降の移動農業労働者数の乱調（表17参照）は抽出誤差

によっても，また，社会経済的要因からも全く説明のつかないものであろ

う。

第二に，この調査は12月に行なわれるが，この時期には，移動農業労働

者（多くの非合法入国者を含む）のほとんどが移動就労先を離れて，すでに

メキシコ（一部はプエルトリコ）に戻っているか，または，アメリカ国内の

限られた特定居住地域（テキサスあるいはフロリダなど）に集中している。メ

キシコに戻ったものがＣＰＳのサンプルに含まれないことは言うまでもな

い（又，この調査はプエルトリコなど属領地を含まない)。

そして合衆国内の全地域のすべての住宅単位が等しい確率をもって抽出

されるように設計されたＣＰＳの方法は，限られた特定地域に集結してい

る移動労働者をとらえるには不適当である。また，前表にふるように移動

労働者が10の農業生産地域別に示されている。しかし彼等は働く場所にお

いてではなく，居住する場所でとらえられているのであるから，これを農

業生産地域と結びつけて区分してゑてもほとんど意味がないであろう。

第三に，ＣＰＳサンプル世帯は人口センサスが人々をとらえるのに用い

る住宅リストをもとに抽出される。しかし前にも述べたように，農家の廃

屋や放置された乗合バスなどを宿舎とすることの多い移動労働者はこの住

宅リストからすでにとり逃されていることはほぼ確かであろう。

第四に，とくに移動労働者グループのなかに多数存在するヒスパニック

系の「不法」入国労働者は，当然のことながら，ＣＰＳ調査員との面接を

極力避けるであろう。

これらがこの調査の信頼性を低める大きな要因となっている。彼等はま

さに捕捉困難な社会的カテゴリーである。

また，ＨＦＷＦによる移動労働者の人種構成をふると，白人の割合が

1983年の45％から1985年には72％に大幅な増大を示すなど，多くの人が経

験するところとは著しく異なり，その理由は全く説明しがたいものと言わ
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表１８ＣＰＳ－ＨＦＷＦによる農業労働者の人種別構成
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1979 1981 1983 1985 １９８７ 

全雇用
農業労
働者

震里禦誉
働者｜者

全雇用|移動農
農業労i業労働
働者ｉ者

全雇用1移動農

嵩薑労篝労働
全雇用|移動農
農業労|業労働
働者｜者

％Ｉ 
７５１ 

１２１ 

１３１ 

１００１ 

脇
７３１ 

１３１ 

１４１ 

１００１ 

％ 
７６ 

１６ 

８ 

１００ 

％Ｉ 
７３１ 

１３１ 

１４１ 

１００１ 

％ 
６２ 

２７ 

１１ 

１００ 

％ 
４５ 

１６ 

３９ 

１００ 

％ 
７８ 

１４ 

８ 

１００ 

％
６
３
１
０
 

７
１
１
０
 

１
 

％ 
７２ 

１９ 

９ 

１００ 

白人

ヒスパニック

黒人・その他

計

出所：各年次ＨＦＷＦ報告書

ねばならない（表18)。

これらのことから，ＨＦＷＦ調査についてMartinもつぎのように述べ

たのである。

「ＨＦＷＦ調査はカリフォルニアのヒスパニック農業労働者に面接する

よりも中西部や南東部諸州で学生や主婦をさがしだすのにはるかに役立っ

ていると広く思われている｣③

したがって，農務省ＥＲＳのＨＦＷＦ調査報告書が，従来，移動農業労

働者の中心は白人男子学生の休暇中のアルバイトであるかのように描いて

きたのは全く人を誤らせるものと言わねばならない。

農務省ＥＲＳもこの調査について多くの批判のあることは充分承知して

いる。ＥＲＳは報告書の公表のたびに，この調査の移動農業労働者の推定

について利用者に警告を発している。

すなわち，「報告された移動農業労働者の数は，１９７９年以来著しい変動

を示している。これは推定誤差あるいは調査手続に関連した非標本誤差の

可能性を示唆している。移動労働者の推定は相対的に少数の事例に基づく

ものであるから'慎重に判断されねばならない｣④と。

ところが，ＥＲＳは上記のような各種の批判にこたえて，この調査の難

点を改革しようとするのではなく，1987年報告（issuedMayl989）では

一片の釈明もなしに移動農業労働者にかんする統計データの作成そのもの
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を全面的に放棄したのである。

ＥＲＳに移動農業労働者にかんするデータの継続を断念させた最大の原

因は，捕捉困難な「非合法」労働者が移動労働者のますます大きな部分を

占めるようになってきたためとゑてよい。

大規模農業者の間に労務請負人またはクルーリーダーを通ずる労働者の

使用が増大傾向を示しているとぎ，また，移民法改正と関連して｢非合法」

労働者のプールとふられる移動労働者の動きがことさら注目をあつめてい

るとき，全国的な移動農業労働者にかんする唯一のデータ源であった「移

動農業労働者調査」が姿を消すことになった影響は大きいと言わねばなら

ない。

①ＴｈｅＨｿγ２．Ｆ”腕ＷＭＦi"ｇＦｂｒｃｃｏ/1983．ＵＳＤＡ，ERS，Agricultural

EconomicReportNo、５５４，ｐ、４５．

②Friedland，Ｗ､Ｈ､，ＴｈｃＬａ６０γＦｂγＣｅノ〃Ｕ､Ｓ・Ａｇγ/c"〃”e，Fbod

ScczJγ〃ｙｊ〃ノルＣＤ）0〃ｅｄＳｊａﾉCs、ｅｄ・ｂｙＬ、ＢｕｓｈａｎｄＷ．Ｂ・Ｌａｃｙ,Westview

Press，1984,ｐ、１５３．

③Martin，Ｐ.Ｌ､，Ｃａ"んγ"ｊα'ＳＦαγ柳ＬａＭＭｚγｈｅﾉ．ＵＣＡＩＣＩｓｓｕｅｓ

ＰａｐｅｒＮｏ､87-1,Ｊｕｌｙ1987,ｐｐ５０－５１． 

④ＴｈｃＡｇ７ｉＭ'”αノＷDγｈＦｂγCCC／1985．ＵＳＤＡ，ERS，Agricultura］

EconomicReport582，Marchl988，ｐ、９．

３．行政上の記録又は連邦政府による各種の農業労働者援助事業

行政上の記録または各種の農業労働者援助事業を源泉とするデータは，

すでに存在する記録から獲得されるものであるから相対的に安い費用です

むという利点がある。しかし，その反面，これらのデータが収集される範

囲は，それぞれの事業計画が及ぶ領域に限定されるし，また，それぞれの

計画に固有の特性が獲得されるデータの性格を制約するという面をもって

いる。したがって，それらのデータは農業労働者状態の特定側面の承を描

くものである点に注意することが肝要である。

ここでは代表的なものとして失業保険事業（ES-202）と移動労働者衛生
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事業をとりあげる。

（１）失業保険事業（ES-202）

ＥＳ-202計画とは失業保険事業を管理する労働省雇用訓練局（ＥＴＡ）と

各州職業安定機関との間の協力協定に基づく事業の通称である。この事業

の記録から農業雇用労働のデータが得られる。

1978年以降，農業雇用も連邦失業税法（FＵＴＡ）によって失業保険制度

の適用を受けるようになった。ただし，連邦失業税法は，農業の場合につ

いては，当年または前年のいずれかの四半期の間に２万ドル以上の賃金を

農業労働者に支払ったか,あるいは,当年または前年のそれぞれ20週の間に

１日最低１０人以上の労働者を雇用した農場雇主に適用されるとしている。

この規定からも明らかなとおり，失業保険の適用を受けるのは大規模農

場に限られること明瞭である。

ところで，すでにゑてきたように，農業の雇用と賃金は，ますます少数，

そして，ますます大規模な農場に集積しつつある。

したがって，1970年代中頃には，失業保険制度の適用を受ける大規模農

場に雇用される農業労働者は全農業労働者のおよそ４０％と承られたが，

1980年代には，これはおそらく，７０～80％にまで達するだろうという推測

が成り立つ（雇用訓練局の推定)。

このような根拠に基づいてMartinは，この失業保険事業から得られる

農業雇用労働データは，そのほかの行政上の記録から得られるものと比べ

てはるかに信頼しうるものとふたのである①。

失業保険制度の適用を受ける農場雇主は，毎月12日現在の給料支払簿に

あるすべての人（圃場労働者のほか農場マネージャー，監督，事務員，会計士な

どの専門職）と四半期の間に支払われた現金賃金，給料を四半期ごとに州

職業安定機関に報告しなければならない。州機関は，この報告を労働省雇

用訓練局（ＥＴＡ）に提出する。ＥＴＡはこのデータを州別・経営類型別に

編成して，毎年Ⅵ雇用と賃金'’Ｅ"ＷＱ)WDC"tα"。〃γ"/"9ｓに公表して

いる。
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そこで，ＥＳ-202計画による失業保険適用の耕種農場の雇主数と年支払

賃金額を示してふよう（表19)。

表１９失業保険適用農場の雇主と支払賃金額

鍔,篭燕|雪講
い:鐘::|:::1重::’

3,698,417〔70〕
（100） 

1,631,637〔74〕
（４４） 

21,838〔62〕
（100） 

11,737〔70〕
（５４） 

失業保険
適用農場
（1985） 

|ｴ， 
432,149 

（100） 

２９，１０７ 
（７） 

72,623 
（100） 

23,713 
（３３） 

2,796,431 
（100） 

1,2402317 
（４４） 

5,440,532 
（100） 

1,550,710 
（２９） 

農業セン
サス農場
（1982） 

出所：失業保険適用農場は，

Ｅ３２０２Ｅ加Pﾉoy腕e"/α"ｄＷｔｚｇｅｓＰγ０９γα”；ＢＬＳ，Ｕ､Ｓ・Dept、ｏｆ
Labor，1985． 

センサス農場は，

Ｚ９８２Ｃｅ"ｓｚｃｓｏ７Ａｇγ伽〃”e，Vol､１，Part51UnitedStates；Part5
California． 

全国の失業保険適用の耕種農場および支払賃金は少数の特定州に集中し

ているが，とりわけカリフォルニア州への集中が顕著である。言うまでも

なく，これは，カリフォルニア州に大規模雇用農場が集中しているためで

あるが，それに加えて，同州が事実上，すべての農場雇主に失業保険制度

への加入を求めている唯一の大農業州であることによる。

全国の失業保険適用の耕種農場の47％，支払賃金の42％がカリフォルニ

ア１州に集中している。

また，経営類型別では，野菜・果実・園芸農場への集中が顕著である。

すなわち，全国の耕種農場雇主の62％，支払賃金の70％が野菜・果実・園

芸農場に属する。

カリフォルニアでは，この集中度は一層すすんでおり，雇主の70％，支

払賃金の74％が野菜。果実・園芸農場に属する。
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ところで，表19には，1982年農業センサスによる耕種農場雇主と支払賃

金の対比のため掲げておいた。

ES-202のデータとセンサスデータとは対象年次が異なる点を考慮する

としても，農業センサスの支払賃金額が過小申告の傾向をもっていること

が読みとれる。

すなわち，農業センサス（1982）によれば耕種農場雇主43万，支払賃金

額54億ドルとなっているが，失業保険データ（1985）では，大規模雇主３

万5,000の糸でほぼ同額の賃金52億ドルを支払っている。

（２）連邦政府による各種の農業労働者援助事業

連邦政府が移動農業労働者とその家族に対する各種の援助事業を開始し

たのは1960年代にはいってからである。

各種の農業労働者援助事業によってサービスを受ける労働者から得られ

る記録がデータの源泉となる。しかし，大部分の農業労働者援助事業は，

その財源が援助を受ける資格のある労働者のすべてにサービスを与えるに

は十分でないことを認めている。

したがって，現にサービスを受けている労働者にかんするデータをもっ

て，援助事業が，本来対象としている労働者の姿を全面的に描いていると

ふるわけにはゆかない。

これらの援助事業には多様なものがある。Martinは農業雇用労働デー

タの源泉となる主要な農業労働者援助事業をリストアップしているが，こ

れだけで２２（農務省６，教育省４，労働省４，厚生省３，環境保護庁など５）を

数える②。

これら援助事業のうち，１１｢い歴史をもつのが厚ﾉ|え省公衆術4k局（Public

HealthService）の移動労働者衛′Llﾐ事業(MigrantHealt11Program)，

および教育省の移動労働者とその子弟に対する教育援助事業（Migrant

EducationProgram）である。

ここでは，移動労働者衛生事業についてゑておこう。
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・移動労働者衛生事業③

1962年に公衆衛生局法（PublicHealthServiceAct）は，国内の移動

農業労働者およびその家族が利用できる診療所の建設と衛生事業の改善の

ための医療スタッフ養成のための補助金を認可した（MigrantHealth

Act)。

1970年には，この事業は移動農業労働者ばかりでなく季節農業労働者一

般とその家族も対象とするよう拡張された。

この事業では，このサービスを受けることのできる農業労働者を次のよ

うに定義している。すなわち，移動農業労働者とは農業の季節労働を主要

な雇用の場としており，最近24カ月の間に農業に雇われ，このような雇用

のため一時的な住居を建てた人である。

また，季節農業労働者とは，同じく，主要な雇用の場を農業の季節労働

に置くが毎日の仕事を終えたあと自分の恒常的住居に戻る人である。

現在，この事業は約130の診療所を通じて季節ないし移動農業労働者に

対する医師の診断および基礎的な健康管理サービスを提供している。そし

て，この事業のため，毎年ほぼ5,000万ドルの連邦資金があてられている。

この診療所の記録が農業労働者にかんする衛生データの源泉となる。

また，各診療所は資金の配分を受けるためサービスを与えるべき対象人

口を推定している。1978年移動労働者衛生事業報告書（1980年公表）によれ

表２０移動労働者衛生事業助成金（対象人口１人あたり）

＄３，００ 

４．２９ 

６．７９ 

１１．３４ 

１２．０６ 

１０．９２ 

１０．８９ 

１２．８６ 

1965 

1970 

1975 

1980 

1981 

1982 

1983 

198４ 

(注）1970年以前の事業対象人口は移動農業

労働者とその家族で当時100万人と推定

されたが現在は推定70万人である。１９７０

年以降の対象人口には，このほかに季節

農業労働者とその家族が含まれる。移動

労働者および非移動労働者を含めて全体

の合計は350万人となる。

ﾄﾉ）んγノハＢＭＺ〃o",ｓＨｔｚγ"Cs'０γs、1985,ｐ､２３３．出所：Johnston，Ｈｂａﾉﾉﾉ）
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ぱ，移動農業労働者とその家族が80万，季節農業労働者とその家族が190

万，総計270万と推定されている。

もっとも，この推定は合衆国の3,150の郡のうち移動・季節農業労働者

が濃密に分布している約900の郡にかんするものである。

なお，移動労働者衛生事業助成金を対象人口１人当たりでみるとつぎの

とおりである（表20)。

①Martin，Ｈαγ"Csノｏ／ＣＯ"んs/o"・ｐｐ､57-58.

②伽`.，ｐｐ､156-178.

③「移動労働者衛生事業」については主としてJohnston，Ｈ､Ｌ､,Ｈｂα〃んんγ

／ｈｅＭｚ/jo"，ｓｍｚγUCS/cγs，ＡＨ７ｓｆｏγｙｏ／ノノｂｅＭｇγα"/Ｈｂａ肋Ｐγ０９γα腕

ｊ〃〃ｓＥｃｏ"o〃ｃα〃ｄＳｏｃ/αノＳｃがｉ"９.NationalMigrantWorkerCouncil，

Ｉｎｃ.，1985.による。

以上，主要な農業雇用労働データの源泉をたずね，そこから引き出され

るデータの性格を問題にしてきた。

それぞれのデータは農業雇用労働の種々の側面を反映しているが,また，

それぞれの源泉に特有の性質が獲得されるデータの性格を制約している。

これらの諸源泉のうち，すでにゑてきたところからも知られるように，

もっとも包括的な農業雇用労働データを与える源泉としての位置を占める

ものは，事業所（雇主）がデータを与える農業センサス，ならびに，世帯

(労働者）がデータを与えるＣＰＳ－ＨＦＷＦ（雇用農業労働力調査）であると言

ってよいであろう。

雇主から得られる農業センサスの労働支出データは，他の雇用労働デー

タの源泉からほとんど排除されているとふられる「非合法」労働者の雇用

に対する支出も含んでいると思われる点はとくに重要である。

しかし，最新の1987年農業センサスでは，雇用労働データは生産費の一

項目としての労働支出という観点からのZA位置づけられており，雇用量を

ストレートにあらわすデータはすべて削除されている。センサスデータの

なかでの雇用労働データの位置は明らかに低下している。
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また，一方，労働者からえられるＣＰＳ－ＨＦＷＦの雇用データも，増大

する移動労働者（｢非合法」労働者を多く含む）の住宅単位を捕捉しがたいと

ころから調査に内在した矛盾が拡大し，これまた最新の1987年調査では移

動労働者にかんするデータ収集をついに放棄するに至ったことは教訓的で

ある。

ところで，農業センサスにおいても，ＨＦＷＦにおいても，長い間にわ

たり，雇用農業労働力は，単に圃場での農業従事時間lこの糸依拠した形式

的で平板な概念化が慣行となっていた。たとえば,"Year-roundWorker，，

周年労働者（年250日以上従事)，“RegularWorker,，常用労働者（年150～

249日)，“SeasonalWorker',季節労働者（年25～149日)，“CasualWorker，，

臨時労働者（年25日以下）という具合である。そこでは雇用者の農業生産と

の実質的なかかわり合い方は問題にされなかった。

しかし，アグリビジネス企業の農業支配の進行とともに，法人農場の重

要性が増大し，大規模農場への生産と雇用の集中がすすゑ，アグリビジネ

ス＝大規模グロワーと農業労働者との対抗関係が顕在化してくるなかで，

マネージャー（賃金・俸給をえて他人の農場を管理するもの）やスーパーヴァ

イザー（労働者の監督を業務とするもの）が重要な役割を果たすようになって

いる。周年・常用労働者のある部分は収穫ピーク時には季節労働者に対す

る監督者となるし，また，前にふれたように，労務請負人またはクルーリ

ーダーも労働者を集めて圃場に送り込むだけでなく，圃場において監督の

仕事も行なっている。

Friedlandが農業生産の現実とのかかわりのなかで農業雇用の姿を把握

するには，雇用者の内部構成としてマネージャー（managers）やスーパ

ーヴァイザー（supervisors）の新しいカテゴリーを立てる必要のあること

を主張①しているのもこの点にかかわりをもつものであろう。

それにしても，アメリカの農業雇用データの生産は，何故，かくも長い

間にわたって，その概念化において，また，データ収集の方式において，

変化する社会的現実に対応して，これを映し出す努力も行なわれず形式主
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義的な１日慣が墨守されてきたのであろうか。

Friedlandは，この点についても鋭い考察を加えて，大要つぎのように

述べている。

それは，なによりもアメリカ農業における引き続く家族農場解体（de‐

struction）の歴史的過程の進行と，低賃金かつ管理の容易な大量のメキシ

コ人労働者の流入（合法・非合法を問わず）を保証する政策とによって，合

衆国のグロワーにとって労働力の供給が長期的（戦時のような異常かつ短期

の時期を除いて）に十二分であって農業労働力不足が決定的問題として浮上

することがなかったからである。このような事情のもとでは，農業におけ

る雇用労働問題にかんする適確な情報を発展させることについての関心は

薄く，したがって，雇用労働力の意味，概念を明確にさせるという問題に

直面することがなかった。

さらに言えば，農業の動向に大きな影響力をもつアグリビジネス，グロ

ワー，そして，農務省は農業雇用労働のもつ社会的不公正を明るゑに出す

情報の生産よりも，むしろ，真実の隠蔽に一層の関心があったからであ

る②，と。けだし卓見である。

アグリビジネス＝大規模グロワーと農業労働者との対抗関係が顕在化す

るなかで，農業生産の現場において雇用労働力の意味の明確化をせまる力

となりうるものは農業労働者組合運動の発展であろう。

このような意味において，次章では，1980年代における農業労働者の組

織化と農業労働組合運動について概観することにしよう。

①Friedland，Ｗ､Ｈ､，ＴﾉｉｃＬａｂｏγＦｂγｃｅｊ〃Ｕ､Ｓ・ＡｇγjCzc〃"γe，ＦｂＭ

Ｓｅｃ"γﾉﾉｙノ〃ノルＣＤ"〃ｅｄＳＺα'Cs・ｅｄ・ｂｙＬ・ＢｕｓｃｈａｎｄＷ．Ｂ・Ｌａｃｙ，West‐

ｖｉｅｗPress，1984,ｐ、１５９．

②ノ6Ｍ，ｐｐ､171-176．

なお，農業雇用労働データの問題については，木文中に引用した文献のほか

下記に負うところが大きい。

・Daberkow，Ｓ、Ｇ、ａｎｄＬ．Ａ、Whitener，ＡｇγjC"〃”αノLa6orDcZta

SozcγCCS：Ａ〃Ｕ，｡α/e・AgriculturalandRuralEconomicsDivisionAgri‐
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culturalHandbookNo、６５８，ＥＲＳ，ＵＳＤＡ，1986．

〔邦訳：「アメリカ農業労働統計データの諸源泉（最新版)」『統計研究参考

資料』No.２９，法政大学日本統計研究所，1987年11月〕。

。Ｍz/oγＳ/α/is/jcaノＳｅγｊｅｓｏﾉﾉﾙＣＤ.Ｓ・DCP/、ｏ/Ａｇγｊｃ"〃"γe，Ａｇγノー

ｃ"〃”αノＰγices，EjrPe"｡ｊ/”ｅ,Ftzγ”Ｅ”P〃y腕e"#，α〃aWtzges・Vol、１，

AgriculturalHandbookNo、６７１，ＥＲＳ，ＵＳＤＡ，Aprill990．

Ⅲ農業労働者の組織化と農業労働組合

農業における経済集中の進行とともに影響力を強めているアグリビジネ

ス＝大規模グロワーの支配に対して，これと対抗すべき農業労働者の組織

化の進展と組合運動の力量は全般に著しく立ちおくれている。

農業労働者組織が港湾労働組合と結びついて伝統的に一定の強さを保持

してきたハワイは例外である。

農業労働者運動の本場カリフォルニアでは，特定の農業部門での主とし

てＵＦＷ（全米農業労働者組合）による農業労働者の組織化には，ある時期，

かなりの進展がふられ，また，アリゾナでは，ＡＦＵ（アリゾナ農業労働者

組合）による国境にまたがった「非合法」労働者の組織化という特異な運

動があらわれ，さらに，オハイオでは，ＦLＯＣ（農業労働者組織化委員会）

によるアグリピジネス，グロワー，農業労働者の三者協定(three-wayPact）

の達成という新しい運動形態が出現し，また，テキサスやフロリダでも，

ＵＦＷとＦＬＯＣの協力のもと，この数年来，いくらかの組織化の動きが
ミニツトメイド

jZ入られる。ＵＦＷがコカコーラ・フーズの子会社MinuteMaidオレン

ジジュース社所有のフロリダのオレンジ園で働く労働者を代表して，１５年

の農業労働契約を獲得したのは，1972年春であった。これが，現在，フロ

リダにおける唯一の農業労働契約である。

このように，1964年のプラセロ計画（BraceroProgram）の終結以後，７０

年代と80年代をとおして，合衆国の農業労働者の組織化にいくつかの新し

い動きが承られるものの，アグリビジネス＝大規模グロワーの強力な支配
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に対する農業労働者の運動は，全体として，その規模と力量において，全

く弱体であることは覆うべくしない現実である。

1942年にはじまり60年代半ばまで，ほぼ４半世紀近く続いたプラセロ計

画の時代には農業労働者の組織化は著しく妨げられた。農業労働者の賃

金が低い水準におしとどめられただけでなく，アメリカ南西部のチカノ

（Chicano：メキシコ系アメリカ人）農業労働者は都市労働市場に押し出され

た。この時代に農業労働者の運動が否定的な影響を受けたことは全く明ら

かであった。

1964年のブラセロ計画の終結とともに，1965年春には，カリフォルニア

の各地において農業労働者の労働契約を求める一連のストライキが始まっ

た。

それ以後の10年の間のいくつかの大きなストライキと広汎な消費者のボ

イコット運動をとおして，ＵＦＷは，1975年カリフォルニア農業労働関係

法（ＡＬＲＡ）の法制化に成功した。

この立法は多くの妥協から成り立つものであり，また，農業労働組合の

活動についてのいくつかの制限を含むことになったにせよ，これの法制化

は一般にＵＦＷの勝利であったと言ってよい。

こうして，７０年代の農業労働運動の成功的帰着がカリフォルニアでの

ＡＬＲＡの法制化であったとすれば，８０年代の農業労働者の対アグリビジ

ネス闘争の展開のなかでの刮目すべき成果がオハイオで生じた。

それは，ＦＬＯＣが導いたアメリカ農業労働史上はじめてと言われる1986

年のアグリビジネス，グロワー，農業労働者の三者契約(3-partycontracts）

の達成であった。

以下，現在活動中の主要な農業労働者組合として，ＵＦＷＡＦＵ,ＦＬＯＣ

をとりあげ，農業労働者の組織化と組合運動の展開についての概観を試承

ることにしよう。

その際，1980年代に入って以来の長い沈滞が指摘されているＵＦＷに

かわって，まさに80年代に新しい運動の地歩を築きつつあるＦＬＯＣにつ
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いてより詳細にふれたいと思う。

その前に，これら三つの農業労働者組織が，それぞれ，その構成メンバ

ーにかんしてもつ大きな特徴に注意しておこう。これらの三つの組織は，

いずれも，主として果実，野菜，園芸部門において働くヒスパニック系の

農業労働者を中心としているとはいえ，ＵＦＷは，主としてカリフォルニ

アの世帯もち定住地元農業労働者，ＡＦＵは，主としてアリゾナで働く

「非合法」入国のメキシコ人移動農業労働者，そして，ＦＬＯＣは主として

テキサスおよびフロリダから毎年春にオハイオ，ミシガン，インジアナ，

イリノイなど中西部にやってくる移動農業労働者（｢非合法」入国者をご

く少数含む）を主要なメンバーとしている。なお，現在「ＵＦＷとＦＬＯＣ

は共に合併決議を考慮中｣①である。

①Ｓ/、Ｌｏ"ｊｓＲｅ"iezu，Dec、１５，１９８９，ｐ、５

１．ＵＦＷ（全米農業労働者組合）

現在，アメリカにおいて，もっとも長い歴史をもち，かつ，継続的に運

動を展開し，組織としての持続性を確保しているもっとも大きな農業労働

組合はセザル・チャペス（CesarChavez：1927年アリゾナ生れのメキシコ系ア

メリカ人）が指導するUnitedFarmWorkersofAmerica，AFL-CIO

(ＵＦＷ）である。

現在，組合本部はカリフォルニア州キーソ（Keene,California）におか

れている。

ＵＦＷは1962年の創立以来，労働者階級の最底辺におかれた農業労働者

の賃金引上げについての不断の経済要求に加えて,組合認知と契約の獲得，

さらに農業労務請負人制(FarmLaborContractorSystem）の廃止とこれに

代るべき組合経営の労務周旋所(hiringhall）の設置，不法な児童労働の廃

止，農薬使用の規制といった雇用・労働条件にかんする労働者管理の要求

をかかげて運動を展開してきた。「ＵＦＷは明らかに最近の，また，今世

紀を通ずる一連の農業労働者組織化運動の断然最高の成功例である｣①と
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の評価は過大なしのではない。

しかし，ＵＦＷ運動の基礎をなす労務請負人制の廃止と組合経営の仕事

周旋所による代替の運動はつねにアグリビジネスーグロワーおよび労務請

負人の激しい抵抗を受け続けてきた。何故ならば，「労働者の募集と雇用

の方法の変更はアグリビジネスと農業労働者との間の力関係を変える可能

性があった｣②からである。ＵＦＷは最近に至るまで，ついに，この雇用

慣行の変更と労働者による恒久的管理の獲得を一般に実現することはでき

なかった。

このような弱点はあったが，チャベスの非凡な統率力（そのカリスマ性に

裏うちされた）によってＵＦＷの運動は大きな成果をあげてきた。

その運動は圃場でのいくつかの大きなストライキ（1965年のデレイノーで

のぶどう園スト，1970年のサリナスでのチームスータズ〔全米輸送トラック運転手

労組〕との間の管轄権抗争もからんだ１万人規模のレタス畑のスト，1979年のイン

ペリアル溪谷とサリナスでのレタス畑ストなど）と消費者による製品ポイコッ
シェソリー

ト運動（1965年のSchenly工業の酒類ラペノレのボイコット，1960年代末～1970年
ガロー

代はじめのカリフオノレニア生食用ぶどうボイコット，1973年のＥ＆ＪＧａｌｌｏワイ

ンのボイコットなど）によって，ぶどう，オレンジ，レタス，トマトのグロ

ワーーアグリビジネス企業と対抗しつつ，主としてカリフォルニアを本拠

に展開されてきた。

いままでの農業労働者組合の大部分がほんの短期の存在であったことか

ら考えれば，過去30年近くにわたるセザル・チャベス指導下のＵＦＷの

存続自体が大いに注目に値するものなのである。

注

今世紀を通ずるカリフォルニアにおける農業労働運動の画期は，1913～1917の

ＩＷＷ(世界産業別労働組合）指導のホップと小麦畑における労働者の労働・生活

条件改善の活動，1932～1934のＣＡＷＩＵ（缶詰・農業労働者産業別組合)指導の

ストライキ〔1933年の綿花ストはそのピーク〕，1937～1940のＵＣＡＰＡＷＡ（全

米缶詰･農業･包装･関連農業組合）の黄塵地帯（DustBowl）難民の組織化活動，

1942～1964のプラセロ計画〔帆合法的奴隷制〃とも評された政府間協定による〆
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キシコ人農業労働者導入計画〕に対するＮＦＬＵ（ＮＡＷＵ）（全国農業労働組合)，

AＷＯＣ（農業労働者組織化委員会)，ＮＦＷＡ(全国農業労働組合）の反対運動，

1962年以降のＵＦＷ（全米農業労働者組合）の組織活動と1975カリフオルニア農

業労働関係法の成立である。

1965年のデレイノ（Delano）におけるぶどう園ストと消費者のボイコッ

ト運動にはじまるＵＦＷの10年の運動の結果が農業労働者の権利保護を主

旨とする1975年カリフォルニア農業労働関係法(TheCaliforniaAgricultural

LaborRelationActofl975：ALRA）の成立に帰着した。

ＡＬＲＡは1935年の全国労働関係法(NationalLaborRelationAct：NLRA，

通称ワグナー法）をモデルにしたものでＮＬＲＡが一般労働者に与えたと同

じ利益をカリフォルニアの農業労働者に与えたとされるもので，これの法

制化はブラセロ計画の終結（1964）以後のアメリカ農業労働運動到達の一

つの峰を示すものと言ってよいであろう。事実，ＡＬＲＡ成立後の1979～

1981年の間にＵＦＷは大幅な農業労働賃金の引上げを勝ちとった。

注

全国労働関係法（NLRA）は，その適用対象から家事使用人とともに農業労働

者を除外している。したがって彼等は社会保障制度の適用外におかれていた。そ

こで，チャベスは，はじめは全国労働関係法を拡張して，そのなかに農業労働者

も含めるという方針を支持していた。しかし，ＮＬＲＡのもとで禁止(1947年タフ

トニハートレー修正）されている二次的ボイコットが70年代に入りＵＦＷの主要

な武器となってきたところから，チャペスは上の方針を変更して独自の農業労働

関係法の実現を志向するようになったのである。③

たしかにＡＬＲＡが組合の代表権獲得のための秘密投票の規定を設けた

り，不当労働行為（労働組合運動に対する使用者の妨害行為）の訴えを解決す

る機構を制定したりしたことはＵＦＷの運動の勝利と言いうるものであ

った。

しかし，その成立過程において，ＵＦＷはいくつかの大きな妥協を余儀

なくされた。
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たとえば「二次的ボイコット(商店段階でのボイコット）の行使や組合認知

のためのストライキ行使についての制限｣④などである。

これらの妥協がその後のＵＦＷの活動を限定することになった。

ところで，ＵＦＷの組合メンバーには移動労働者を含んではいるが定住

化しつつある地元農業労働者が中心となってきている。

チャベスが組織化を目ざす労働者に共通する要素は，メキシコ系でカト

リック教の強い影響下にあり，そして家族を率いる有力な男性のいる世帯

だということ⑤，である。

組合員は1970年代前半の約10万の水準から1980年以降は約３万程度に落

ち込んでいる（潜在的対象者はカリフォルニアだけでも20万以上存在するとふら

れるにもかかわらずである)。

これは1975年のＡＬＲＡの制定以後，とくに1980年代に入ってＵＦＷ

の姿勢が著しく防衛的なものに転換していることを反映している。ＵＦＷ

はＡＬＲＡを足場にして農業労働者の一層の組織化を進めるというより，

むしろ，この法律を守るために大量の政治献金を役ずるという方向を指向

している。

そして，「チャベスは彼の信頼の多くを組織化に置くよりも，むしろ，

農業労働関係局（ＡLRB）と政治活動に置くようになった｣⑥と言われる。

1980年代には，いまや効果的なストライキは行なわれなくなったし，組

織の拡大もふられず，農業労働賃金は実質的に引下げられている。運動の

力量の衰退あるいは沈滞が指摘される由縁である。

このような事態の推移をもたらした背景として多くのことが指摘されて

いる。

まず，組合に同情的であったカリフォルニアのＪ・ブラウン知事(民主党）

にかわって，1982年には明らかに組合に敵対的なＧ・デュークメジアン知

事（共和党）が登場することによって「ＡＬＲＡが生み出された頃とは政治

的風土が全く変ってしまった｣⑦ことである。
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Ｇデュークメジアソ知事は農業労働関係局(ＡLRB）のスタッフを保守

的な親グロワーメンバーに入れ替え，ＡＬＲＡの反労働者的運用を意識的

に進めた。まさに「狐に鶏小屋を守らせる｣⑧というやり方である。

ＵＦＷをとりまくこのような政治的風土の激変とともに，さらに組合同

体がかかえる沈滞要因が表面化してきたことも見逃せない。それはチャベ

スー族への権力の集中と指導部内の内紛が－部の分裂をもたらしさえした

ことである。

こうしたなかでのＡＬＲＡ防衛のための過度の政治献金，そして，ライ

バル，チームスターズ組合（全米輸送トラック運転手労組）との長期にわ

たる管轄権紛争もＵＦＷの力をそく･結果となっている。

こうしたなかで，アグリピジネスーグロワーの反ＵＦＷの動きが一段と

強まっている。

最近，グロワーがＵＦＷの下にある労働者に賃金や労働条件を記入した

いわゆる「従業員手帳」を交付して，ＵＦＷとグロワーの間で交渉を通じ

てとりきめた集団契約を一方的に破棄し，グロワーが個々の労働者と契約

するかたちに置きかえようとしている。ＵＦＷはこのようなグロワーによ

る組織とりくずしの動きに重大な注意を喚起している⑨。

しかし，1980年代に入ってからのカリフォルニア政権の敵意のある対応

にもかかわらず，ＵＦＷがレタスなどについて，とりわけサリナス渓谷と

その周辺において，相対的に安定した契約を維持していることも見逃して

はならないであろう。

1984年７月，ＵＦＷは大勢の挽回をかけて生食用ぶどう購入の集団的ボ

イコット運動（'１怒りの葡萄〃運動と称する）を再開した。

このボイコット運動の主要な目的は，ＡＬＲＡの公正な実施，農業労働

者のＵＦＷ認知のための自由で公正な選挙，有毒農薬の使用禁止の実現で

ある。

生食用ぶどうに焦点を定めたことについて，ＵＦＷは，ぶどうが５万の

労働者を雇用するカリフォルニアの巨大産業であることから，ここで有毒
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農薬禁止をかちとれば，他の作物に拡げることができること，および，ぶ

どうグロワーがＡＬＲＡの反労働者的運用を推進するもっとも有力な政治

的圧力団体であることをあげている⑩。

農薬使用規制問題は労務請負制廃止の要求とともにＵＦＷとグロワーと

の間の争点のなかで決定的な問題となっている。

ＵＦＷは目下，運動の力量の全般的衰退，アメリカ市民の社会的意識の

一般的退潮のなかで命運をかけた長期のボイコット闘争を展開中である。

①Majka，Ｌ､Ｃ、ａｎｄＴ.』・Majka，Ｆ(zγ”ＷＭＦ”s，Ａｇγ伽sj"CSS，α"。

Ｔ"Ｃｓﾉ”e・TempleUniversityPress，1982,Introductionp．Ｘ、

②ｉｂＭ.，ｐ､１８４． 

③Dyson，Ｌ､Ｋ，〃γ”eγs，Ｏｒｇα"伽ｊｊｏ"・GreenwoodPress，1986,ｐ､３３１．

④Majkas，０ｶ．ｃが.，ｐ､２９４，

⑤Friedland,Ｗ､Ｈ､，“SeasonalFarmLaborandWorkerConsciousness.，， 

肋seaγc〃ｊ〃ノノbeSocioJogyo/Ｗｂγﾉｾ，Vol、１，１９８１，ｐ、３６２，ｐ､３７２．

⑥Dyson，Ｌ､Ｋ､，”・ｃｊ２.，ｐ､３３５．

⑦Majka，Ｔ、Ｊ、ａｎｄＬＣＭａｊｋａ，“Power，Insurgency，andStatelnter‐

vention：FarmLaborMovementsinCalifornia,，，Resczz7cﾉﾚｊ〃Ｓｏｃｉａノ

jMD"e”e"/s，ＣＯ"βｊｃノα"ｄＣｈα"９２，ＶＯＬ６，１９８４，ｐ､１９８．

③Fbo‘α"‘んs〃Ce・ＶＯＬ３，No.５，ＵＦＷ，Ｊｕｎｅ1986,ｐ､１４．

⑨ＦｂｏｄａＭ〃sがCe・ＶＯＬ７，No.１，ＵＦＷ,Jan、1990,ｐ、２．

⑩Ｓ#γαｊｇﾉｸﾉＴαノルｏ〃ノノｂｅｎｅｓｈＧ７ａＰｅＢｏｊﾉＣＯが、NationalFarmWorker

Ministry，1988． 

カリフォルニア農業労働運動の歴史的発展およびＵＦＷの運動に関する文

献は多数ある。とりあえず以下のものが有用であろう。

・Majka，Ｌ,Ｃ、ａｎｄＴ.Ｊ・Majka，Ftzγ腕Ｗｂγｈｅγs，Ａｇｒ伽s〃CSS，α"‘

Ｔ〃ｅｓｔα/e・TempleUniversityPress，1982.

．Jekins，Ｊ・Craig，ＴＡｌｅＰｏﾉﾉﾉﾉＣＳＯ／Ｉ"s"γge"cyfT"ｅＦｔｚｒ”ＷＤγﾉbeγ

jMbUe”e〃〃〃ノルel960s・ＮｅｗＹｏｒｋ：ColumbiaUniversityPress，1985.

。Taylor，Ｒ､Ｂ､，Ｃ〃Dezα〃ｄノルｅＦｔｚｒ”ＷｂｒﾉbeγS、BeaconPress，Boston，

1975． 

oKushner，Ｓ､，Ｌｏ"９尺αα‘ノ０，ＧJα"０，ＡＣｅ"/"γjﾉｏ/Ftzγ”z(）o「んers,

ＳﾉﾌﾞＷｇｇ化．InternationalPublishers，ＮｅｗＹｏｒｋ，1975．

oGalarza,Ｅ，ＦＷ"ＷDγｈｅ７ｓａＭＡｇγ伽s伽ＳＳｉ〃ＣａﾉﾉﾉＭｍｚ，1947-



250 

1960．UniversityofNotreDamePress，NotreDame，1977． 

● ，Spjdeγｓｊ〃ノルｅＨ〃sＣ＆Ｗ０７ﾉｂｅｒｓｊ〃/ｈｅＦｊｃＪｄ・University

ｏｆＮｏｔｒｅＤａｍｅＰｒｅｓｓ，NotreDame，1970. 

．ＵＦＷは``ＦｂＭα"ｄノ脚s/ice''および２言語使用の“ＥノＭｚ/cγ/α`o'’と

称するパンフレット形式のニュースレターをほぼ２ケ月おきに発行している。

２．ＡＦＵ（アリゾナ農業労働者組合）

ＡＦＵはアメリカ合衆国において，非合法の状態で働くメキシコ人農業

労働者の国境にまたがった組織である。

ＵＦＷは，かなり以前に，その力をカリフォルニアにおける合法労働者

の組織化に集中することを決定している。「不法」入国労働者を排除する

ことを方針としたのである。

これは「不法」入国労働者がＵＦＷの賃金・労働条件引上げ運動の足を

引っ張るという見方に加えて，これら「不法」入国労働者がＵＦＷのスト

ライキの際に，しばしばスト破りとして雇われ「ＵＦＷのストライキ効果

を弱めるうえで決定的な役割を演じた｣①ことによる。こうしたことから

ＵＦＷは「不法」入国労働者の合衆国からの締出しに賛成したのである。

しかし，ＵＦＷのアリゾナのオルグ達はこれとは別の意見であって｢不法」

入国労働者も組合に組織することが必要であるし，労働者として組織され

る権利があるという見解であった。

ＵＦＷのアリゾナのオルグ，ルーペ・サンチェス（LupeSanchez：1945年

メキシコ生れの帰化アメリカ市民）は，1979年にＵＦＷが国境パトロールに

よる取締りの強化を求めたのに反発して，チャベスに公開状を送り「証明

書を持つ（documented）労働者と持たない（undocumented）労働者との間に

大きな分裂を作り出すすべての行動を中止する｣②よう求めた。

こうして，地方支部の管理問題，組織計画における証明書不所持労働者

の取扱いをめぐって，アリゾナのオルグ達とＵＦＷ本部との対立は決定

的なものとなり，ルーペ。サンチェスを委員長とするArizonaFarm

Workers，Union（ＡＦＵ）が生まれた。
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ＡＦＵはアメリカ合衆国における「非合法」のメキシコ人移動農業労働

者の唯一の組織である。ＡＦＵは1979年の組織結成以後，２～３年の間に，

アリゾナのオレンジ，たまねぎ，メロン，レタスなどの圃場での組織化と

ストライキを通じて，1977年当時と比べて賃金の４倍増，宿舎，食事の待

遇改善，医療などにかんする好条件を急速に勝ちとった。

ＡＦＵの主要な組織目標は，アリゾナを中心にアメリカ南西部一帯の果

実，野菜，園芸農場を渡り歩く証明書のない（undocumented）大量のメキ

シコ人農業労働者の集団である。

彼等の日常生活は人種的差別と階級的偏見にふちた屈辱的な状況の下に

おかれている。

それに加えて，国境パトロールによる国外追放の絶えざる恐」肺にさらさ

れている。合衆国当局はグロワーに対して,これら労働者の住居，トイレ，

飲料水，洗濯施設，浴室などに最低限の衛生上の基準を課することさえ拒

否している。農薬で汚染された灌厩水での水浴や，400～500人の労働者が

働く圃場におけるわずか１～２箇所のトイレ設備（しかも不衛生きわまる）

などに耐えがたい彼等の生活の一端がうかがわれる③。

これら労働者の組織化を試ふるＡＦＵの存在は「非合法労働者は労働組

合に組織できないという多くの労働運動指導者が抱いていた観念に対する

直接の挑戦｣④であった。

そして，ＡＦＵ結成の導火線となった1977年のアリゾナ州フェニックス

(Phoenix）の大規模オレンジ農場での「非合法」労働者の大規模な組織的

ストライキは「アメリカ労働運動史上はじめてのものであった｣⑤。

しかし,サンチェスら指導者は「非合法」労働者の勝ちとった好条件は，

やがては，アメリカの国内労働者をひきつけることになり，その結果は

「非合法」労働者を故郷メキシコの貧窮化した農村に追いかえすことにな

るだろうと考えた。

そこで，ＡＦＵは労働者の管理する「農業労働者経済開発公社」（Farm‐
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workerEconomicDevelopmentCorporatiomFEDC)を創立した。そして，

アメリカのグロワー（主としてアリゾナのオレンジ農場雇主）との労働契約の

条項の中に，正規の賃金のほかに，組合員の故郷の村の経済開発資金に充

当するための特別の納付金（AFU労働者の就業１時間につき20セント）を拠

出させる特別条項を含める運動を展開している。推定年額８～10万ドルの

特別納付金に加えてグロワーの寄付金やこの事業に関心をもつ法人からの

補助金がＦＥＤＣの基金に払込まれ，ＡＦＵの組合員の家族が残るメキシ

コの村において潅概事業，野菜種子の供給事業，パンエ場設立,教育施設，

住宅の建設などの協同事業に投下されている。

こうしてメキシコ農村の開発を進めることによって，ゆくゆくはアメリ

カへの危険な長く苦しい旅（trek）に出る必要がなくなるようにしよう

というのがＡＦＵの最終的な目標であるとされている。

サンチェスは「これらの開発計画がアメリカへの移動の流れを止める最

善の道であることをメキシコとアメリカ（の当局）に示すはずである｣⑥と

言う。

もちろん，この事業の果す役割は，メキシコ農村の底深い貧困と，それ

がメキシコ人を危険きわまる北方への旅に駆り立てる力の強さ（彼等が故

郷において３～４ケ月の夜明けから日暮れまでの苛酷な労働によってかせぐのと同

じ額を合衆国でのたった１週間の労働によってかせぎ出す⑦）に比べるならば，

まさにユートピア的理想にすぎないものと言えよう。

事実，そのような批判も強い。それにもかかわらず，ＡＦＵはこの開発

計画を通じて国境の両側での組織化を進め「メキシコ人労働者の合衆国グ

ロワーヘの依存を究極的に断ち切ることを望んでいる｣⑧のである。

ＡＦＵは本部をアリゾナ州エル・ミラージ（ElMirage,Arizona）に置き，

フロリダ州からワシントン州の間の七つの州とメキシコにおいて１万～

１万5,000の組合員をもつと主張している⑨。

そして「組合員のおよそ85％は合衆国で農作物を収穫するため毎年，非

合法的にリオ・グランデ河を渡る季節労働者である｣⑩。
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以上述べてきたように，ＡＦＵの運動はアメリカの農業労働者運動とし

てはきわめて特異な性格のものであろう。

ところで，このＡＦＵの運動にまさに直接的な影響を与えると思われる

のが1986年11月の移民法改正である⑪。

国境パトロールの強化の措置とともに，移民法改正による「不法」入国

労働者を雇用した雇主に対する処罰の措置，および一定条件をもつ「非合

法」労働者に対する特赦の処置は，ＡＦＵが組織の対象としている「非合

法」労働者の入国を難しくするとともに，すでにアメリカ国内にいる「非

合法」労働者に対して身分の変更を促すことになる。

こうして，結局，ＡＦＵの組織そのものの存亡にかかわるような影響を

及ぼすように思われる。

同時に，これらの「処置が究極的には，果実や野菜を摘む低賃金労働者

のプールをとりくずす｣⑫という見方も成立つ。しかし，他方｢貧窮化した

人々の川渡りや柵登りを止めさせることばない｣⑬とする見解も強い。

なぜならば，「柵を立て，マシンガンを置き国境を遮断したとしても，

ラテンアメリカの経済的困難を解決することがなければ終りのない問題だ

からである｣⑭し，また，アグリピジネス企業にとっても「アメリカ人に

よって通常，軽蔑されている骨の折れる圃場仕事をよろこんで引き受ける

メキシコ人の安定した供給なしには我々はやってゆけない｣⑮というのが

共通した立場だからである。いずれにせよ，その方向を見定めるには，さ

らになお時間が必要である。

①Jenkins，Ｊ、Craig，“TheDemandforlmmigrantWorkers：Labor

ScarcityorSocialControl？”Ｉ""γ"αｌｊｏ"αノM7gγαﾉﾉo〃Rez）jcz(）１２，Winter

1978,ｐ、５３０．

②Maikas，Ｆ加加ＷＭＦｃｒＳ，Ａｇｒｊ伽Ｓｊ"CSS，ｎＭＴＡｐＳ/ｃＷ、１９８２，１).２６１．

③Cavazos，Ｆ､，“ArizonaFarmworkers,，’Ｍｇγα〃o〃ＷＭｄ，Vol・ＸＩＶ，

No.12,1986,ｐｐ、38-43.

④Foster，，.，“LandtotheLandless,''ＭＭｂｅ「ん"Cｓ（８：３)，Aprill983，

ｐ、６０．
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⑤Devereux，，.，“TheAFUSpursDevelopmentinMexic０，，，尺”αノ

Ａ腕eγ/CCZ，Sept,－０ct、1983,ｐ12.

⑥Ｔ"ｅＷＺＺノノＳ/γCeノル"γ"αJ，０ct、１５，１９８６．

⑦Conover，Ｔ､，“ACooperativeBeyondBorders,，，ＧγａｓsγoojsDeMoP-

”C〃/，９：２，１９８５，ｐ、４５．

⑧Ｔ"ｅＷＭＳ/γccノノo"γ"α/，ｊ6Ｍ．

⑨Dyson，Ｌ､Ｋ､，Ftzγ"eγ'ｓｏγgα"ｊごα〃o"．ｐ､３３．

⑩ＴﾉｾｅＷｔｚ〃Ｓ/γCe／ノO”"α/，ｊ６Ｍ．

⑪1986移民法改正が「非合法」外国人労働者にどのような影響を及ぼすかにつ

いては拙稿「アメリカ移民統計と'１非合法"外国人労働者」『研究所報』No.１５，

法政大学日本統計研究所，1988年12月参照

＠ｓ/、Ｐｅｆｃγs〃γ９丁〃Cs，Ｓｔ・Petersburg，Florida，Dec、１１，１９８９．

⑬GriHin，Ｅ､，“HelpMexicanWorkersatHome.”ＴｈｅＭｚ〃o〃２３８，

Marcｈ３，１９８４，ｐ、２５１．

⑭jVCzus-Dess，Fortmyers，Florida，Ｊｕｌｙ1,1986. 

⑮ｊｂＭ 

３．ＦLOC（農業労働者組織化委員会）

ワシントンマンスリー（1987年７～８月号）は，「アメリカの最良几最悪

の労働組合」（TheBestandWorstofAmericanUnions）という特集記事の

なかで，労働問題研究者，労働組合員，労働リポーターなどが選んだアメ

リカの最良組合の筆頭にＦＬＯＣが，最悪組合の筆頭にチームスターズ

(Teamsters：全米輸送トラック運転手労組）がランクされたと報じた①。

それぞれの選定理由は，ＦＬＯＣが「グロワーを目標とするかわりに法

人食品加工業者を標的にした込永いった経済闘争を通じて，政治的，経済

的に全く無力なオハイオの移動農業労働者の組織化に成功した結果として

選ばれた」のであり，他方，チームスターズは「大量汚職と組合民主主義

の欠如の申立｣②のゆえであるという。

ＦLOCにこのような大きな評価が与えられたのは，移動農業労働者と

いう組織化の困難な領域において，ＦＬＯＣが導いたアメリカ農業労働史

上初の三者契約（アグリビジネス企業，グロワー，農業労働者）の達成Iこよっ
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てである。

この多角的関係者契約（multi-partyagreements）の成就は，中西部にお

いて移動農業労働者の組合認知の獲得を目標とするＦＬＯＣ創設以来20年

の運動の頂点に位置する成果であると同時に，1980年代のアメリカ農業労

働運動の一つのピークを示すものと言ってよいであろう。

ＦＬＯＣはパルデマル･ヴェラスケス（BaldemarVelasquez：1947年南テキサ

ス生れのメキシコ系アメリカ人)によって1967年にオハイオ州トレド（Toledo，

Ohio）において創立された。爾来，本部はここに置かれている。

ＦＬＯＣはフロリダおよびテキサスにおける冬期のオレンジ，トマトな

どの収穫作業を終えて，毎春，中西部諸州，とりわけ，ミシガン，オハイ

オ，インジアナ３州の隣接地域を中心とする野菜（キウリが主）とトマト

（加工用）の主産地帯での収穫作業に従事するため移動してくる農業労働

者の組織化に当面の照準をあてている。

1990年３月１日現在で，ＦＬＯＣのメンバーは約7,000，そのほとんどす

べてが，フロリダとテキサスから季節的に移動してくるメキシコ系のアメ

リカ市民であって，いわゆる「不法」入国者はごく少数含まれるだけであ

る。ＦＬＯＣの最終目標は，中西部五大湖地域の総勢７万の移動農業労働

者の組織化におかれている③。

ミシガン，オハイオ，インジアナ３州が隣接する野菜，トマト主産地帯

には，また，CampbellSoupCo．（キャンペルスープ)，VlasicFood，Inc．

(ヴラシックフーズ)，ＨｅｉｎｚＵＳＡ（ハイソツ)，ＤｅｌＭｏｎｔｅ（デルモンテ)，

Hunts（ハンッ）など多くの巨大多国籍アグリピジネス企業の食品加工工

場が所在している。したがって，ここがＦＬＯＣの主戦場となった。

では，ＦＬＯＣは何故，また，どのようにして三者契約を追求し,これを

達成したのかについて述べることにしよう。

ＦＬＯＣは1967年創立当初の数年間をかけて，主としてストライキの手

段によってオハイオ北部の多くのトマトグロワーとつぎつぎ労働協定を締

結していった。
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ところが，巨大加工業者の圧力によって，グロワーは作物の変更や機械

収穫業者への依存を強いられたため，ＦＬＯＣはグロワーとの協定の範囲

内では農業労働者の労働条件を抜本的に改善する展望をほとんどもつこと

ができなかった。

農業労働者の雇用にかんしても，グロワーよりもむしろ加工業者が決定

的な力をもっていることが明らかになった。

もともとオハイオのグロワーはカリフォルニアのそれと比べて，きわめ

て小規模であり，経済的にも弱体であって，生産契約を結んでいるアグリ

ピジネス企業の強い締めつけを離れてなにかをなしうる力をほとんどもっ

ていなかった。

注

1987年農業センサスによって，オハイオの加工用トマトとキウリの主産地であ
サンダスキー

リＦＬＯＣの主戦場の一つlこなっているSandusky郡の一農場あたり収穫面積を

承ると，トマト４８エーカー，キウリ３２エーカーとなっている（Ce"ｓｚｃｓＶｏＬ１，

Ｐａｒｔ３５，Ohio，ｐ､441,447)。
サン・ウオーキン

これに対して同じくカリフオノレニアの野菜主産地SanJoaquin郡（ＵＦＷの

主要な活動の地）ではトマト192エーカー，キウリ９５エーカーである（Ce"ｓｚｏｓ

ＶｏＬ１，Ｐａｒｔ５，California，ｐ､345,352)。

カリフォルニア主産地ではオハイオ主産地と比べてトマトで４倍，キウリで３

倍の経営規模のひらきがある。さらに，これら二つの郡について農産物販売額５０

万ドル以上の農場数割合とそのマーケットシェアをふると，オハイオのサンダス

キー郡では農場数割合1.1％，マーケットシェア14.6％，これに対してカリフォ

ルニアのサン・ウォーキン郡では農場数割合7.7％，マーケットシェア65.0％を

占める。両地域のちがいは画然としている。カリフォルニアではＵＦＷの賃金交

渉の直接の相手は，まさにグロワーである。

グロワーは農業労働者のストの際にはスト破りとして大量の「不法」入国労働

者を徴集したり，また，武装警備員によってスト参加者を暴力的に威圧するなど

ＵＦＷと直接に対決してきた。

一方，オハイオのグロワーのなかには，ＦLOCの行動に理解を示し，共同して

アグリピジネス企業との交渉にあたるのをよしとする者も少数ながら存在する。

この点，カリフォルニアのグロワーとは大いに異なるものが感ぜられる゜

グロワーはつねに，コストと会社への引渡価格の板ぱさ承のもとにおか
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れている。

「もしグロワーが賃金を引上げる結果として，会社へのトマト引渡価格

を引上げようとするならば，会社（キャンベル）はただちに，取引を他のグ

ロワーに移すことを公表するだけであろう｣④と言われる状況にあった。

このような状況のなかで，ＦＬＯＣ委員長ヴェラスケスはつぎのように

述べている。

「キャンペルスープ社その他の加工業者は会社のためトマトやキウリを

栽培するグロワーと生産契約を結んでいるが，それはきわめて不公正な取

り決めである。

グロワーは作物の植付け前に契約に署名するが，契約の条件は会社から

押しつけられたもので農業経営者としての独立性を失わせるものである。

契約の時点で作物は会社の所有になる。グロワーは，その作物を植付け，

耕し，収穫して，ポンド当りあらかじめきめられた価格で会社に引き渡さ

ねばならない。

グロワーは，その受取価格から収穫のために雇った労働者に賃金を支払

う。それが問題なのだ。グロワーは農業労働者と同じように会社の捕われ

者（captive）である。

我々は価格の決定をする人－それはグロワーではない－と話し合う

のでなければ，働く者としてふさわしい報いを受けることはできない｣⑤。

オハイオ州上院の調査も，会社があまりにも力をもっているので，労働

者の状態について，究極的には，会社に責任があるとの判断を示した⑥。

こうして，1979年にＦＬＯＣは，健康と安全の条件ならびに賃金決定に

ついての発言権を農業労働者に与える労働協定が署名されるまで，キャン

ベルスープ社の全製品のボイコットを継続するよう消費者に訴えた。

いわば直接の雇主を乗りこえて，「経済的権力の真の根源に影響を与え

る｣⑦道をとったのである。

もちろん，グロワーとキャンペルスープ社との間には対立があった。た

とえば，会社側の一方的な引渡条件の決定や，グロワーの加工用トマト収
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穫面積の将来にわたる一定水準の維持の保証などをめぐるものである。

しかし，契約に楠われているグロワーは動きょうがなかった。

ＦＬＯＣは，これらのグロワーの要求を至極当然のこととして支持を表

明し「キャンベルと契約するグロワーのために将来にわたる契約面積の保

証を導入した労働契約を交渉した｣③のである。

ＦＬＯＣ副委員長（フェルナンド・クエバス）は「我々と一緒にやろう。我

々は公正な報酬が得られるようグロワーを守る必要のあることを知ってい

る｣⑨とグロワーに働きかけた。ヴェラスケスも「グロワーと移動労働者

の運命は同じ経済的要因によって結びつけられている｣⑩とアグリビジネ

ス企業に対する労農共斗の根拠を述べた。

ところが，グロワーの言い分は，彼等の圃場で働く労働者は請負給で働

く個人請負人（independentcontractor）であり，自営業者であるというも

のであった。

ミシガン州グランド・ラピッズ(GrandRapids）における合衆国地方裁判

所の1983年判決も，このようなグロワーの立場を支持した⑪。

グロワーのこのような主張は，彼等の圃場で働く労働者について連邦最

低賃金法や児童労働法の適用をのがれ，また，社会保障税の分担支払への

義務をまぬがれることを狙ったものであった（これによって，グロワーはそ

のコストの約２０％減が可能になっている，という)⑫。

さらに，グロワーは彼等の圃場で働く労働者を雇用労働者として扱わな

いことによって，職業安全・衛生局（OSM）が指示する圃場におけるト

イレ，飲料水，手洗水などの設置基準を無視することができた⑬。

他方,会社（キャンペルスープ）の言い分は「自分たちは雇用主ではない。

雇用条件は圃場労働者とその直接の雇用主であるグロワーの関与する問題

である。我々は，そのような自ら労働者を雇用する独立の農業経営者と取

引をしているのだ。彼等は独立した契約者である｣⑭というものであった。

ＦＬＯＣの運動は，グロワーの圃場で働く労働者を，言うまでもなくグ

ロワーの雇用労働者として認めさせるとともに，一般の労働者と同様に社
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会保障制度および労働法の適用を受ける権利を獲得することを目標にし

た。

そのうえで,アグリビジネス企業に対するＦＬＯＣの主張の基本線は｢農

業労働者は，実際には，グロワーに雇用されているとは言え，会社は団体

交渉協定（collectivebargainingagreements）に参加しなければならない。

なぜならば，会社がグロワーの収入総額を規制しているからである｣⑮と

いう点にあった。

ＦＬＯＣは経済的権力の真の根源に目を向けた。

こうして,ＦＬＯＣの本格的な対キャンベル闘争が1979年１月のキャンベ

ルスープ全製品に対する消費者ボイコットの呼び掛けをもって始まった。

それ以後も様々な闘争の形態がつみ重ねられていった。主なものをあげ

れば，キャンベル製品のラベルを教育設備と交換する，いわゆる「教育の

ためのラベル計画」反対運動（1981)，全国教会会議のキャンベル製品ボイ

コット承認を勝ちとる運動（1985)，キャンベルの主要債権者フィラデルフ

ィア･ナショナル・バンクの預金口座撤収運動（1986）等々である。

こうしてボイコット運動開始の７年後の1986年２月に三者契約（3-party

contracts）が達成された。契約関係者は，キャンベルスープ社，キャンベ

ルと生産契約のあるグロワー，それらのグロワーの農場で働く労働者を代

表するＦＬＯＣである。

この契約によって，労働者には仕事の保証と賃金の引上げ，その他労働

者の生活条件の改善への道が開かれ，グロワーには，労働力の安定確保，

トマト収穫面積の維持と販売市場の安定の保証が得られ，さらに，アグリ

ビジネス企業には加工原材料の大量一括納品が保証されることになる，と

された⑯。

キャンベルとの契約達成以後，ＦＬＯＣは同様の方式によって,ハインツ

ＵＳＡ社，ヴラシックフーズ社ともトマトおよびキウリにかんする三者契

約をつぎつぎ締結した。

1990年３月現在，このようなアグリビジネス企業を引き入れた三者契約
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の下にある農業労働者数は約3,600となっている。

ＦＬＯＣは引続きAuntJane，sFood,Inc.，GreenBayPickles,Dean

Foodsなどのアグリビジネス企業を次のもっとも近い目標に据えて運動

を進めている⑰。

以上の経過をふりかえってふるならば，ＦＬＯＣが獲得したこのような

三者契約協定という形態は中西部においては可能であったとしても，巨大

アグリピジネス＝大規模グロワーの支配の堅固なカリフォルニアでは困難

であるようにふられる。

ＦＬＯＣは，すでに述べてきたように，農業労働者の労働・生活条件改

善の道を開くためには，直接の雇主であるグロワーを乗りこえて，経済的

権力の真の根源に影響を与えることが不可欠であるとふた。

そのためには，アグリビジネス企業の垂直的統合の外部にあって，声高

にその支配に反対を唱えることよりも，自らその内部の一環に入り込むこ

とによって，この体制に内部から影響を与えようとする道を選んだものと

みることができよう。ヴェラスケス自身の次の主張からも，そのように言

うことができるであろう。

「私（ヴェラスヶス）は最底辺の労働者が意思決定過程，とりわけ，自ら

の生存を左右するような決定に参加できる状況をつくり出すことを主張す

る……我々は産業にかんするキャンベルの垂直的統合(verticalintegration）

を解体しようとしているのではない。我々は，その垂直的に統合された産

業の意思決定に入り込糸たいのである。我戈がひとたび，そこにいるなら

ば我含は農業が行なわれるやり方を変える力を持つことができる｣⑱

そして，第一の要求として，収穫における個人請負制の廃止と労働者と

しての権利の獲得，農薬使用の安全性基準の実現，賃金引上げをあげたの

である。

ＦＬＯＣの道は，冒頭に紹介したワシントン・マンスリーの記事をはじ

め大きな評価を得ている。しかし，言うまでもなく，この道は，公衆の圧

力が失われるならば，アグリピジネスの統合の体制にとりこまれてゆく危
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険をつねにはらむものと言わねばならない。

それはともかく，この三者契約協定は，キャンベルのようなアグリビジ

ネス企業に対して，自ら直接に雇用しているわけではない労働者について

の責任を認めさせることになった点は重要である。

1986年２月に調印されたトマトとキウリにかんする三者契約の条項に

は，賃金引上げ（1985年平均時給3.95ドルから4.50ドルへのｕｐ)，医療保険，１

日有給休暇，二人の有給組合専従，組合費チェックオフの承認。さらに，

農薬の使用計画，住宅改善，保育所計画，個人請負制に代るべき方式を論

議するための研究委員会の設置か含まれている⑲。

注

しかし，三者契約協定の生産現場への浸透には又，多くの障害が伴っている。

ＦＬＯＣのオルグが協定の条項の説明のため農場の労働者宿舎（キャンプ）を巡回

するとき，ほとんどすべてのキャンプにおいて，オルグはグロワーとクルーリー

ダーのいやがらせ（harassment）に出会った。

グロワーはクルーリーダーに命じてＦＬＯＣのメンバーになりたいと思ってい

る労働者をリストさせたり，ＦＬＯＣのオルグと話しをしている労働者をキャン

プから追い出すと恐迫している＠．

キャンベルは，これらの契約を締結するにあたり，グロワーに対して少

しの追加支出もさせないこと，および，いままでと同じ水準のトマト収穫

面積を維持することに同意した。

したがって，賃金の引上げ分については．グロワーが契約生産物をキャ

ンベルに引き渡す際のグロワーの受取価格に含めて支払われ，この分が圃

場労働者に渡ることになる。

1986年２月調印の契約は1989年６月に更新されたが，その際にもグロワ

ーのトマト面積保証問題が大きな争点の一つであった。

新協定によれば，1991年には，ＦＬＯＣメンバーに時給５ドルが実現さ

れる＠．

注

『農業労働者を組織してゆくうえで現在，もっとも大きな障害は何か？』とい
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う筆者(喜多）の質問に対して，ＦLOC幹部は『労務請負人（クルーリーダー）の

恐怖,組合に対する不信,絶えず移動し事態を変えたがらない移動労働者の貧困」

という回答をよせてきた（Ｍａｒｃｈｌ，1990)。

①StevenWaldman，“TheBestandWorstofAmericanUnions,'，Ｔ〃Ｃ

Ｗｔｚｓ〃"gｔｏ〃ＭＤ"/"Jy，July-Augustl987，ｐｐ､28-29.

②Ｔ"ｅＩ"〃α"αPoJjsS/αγ，Sat、Ｊｕｌｙ４，１９８７．

③“AMilestoneforMigrantWorkers,'，Bzcsj"essWbeh,MarchlO,1986, 

ｐ、３３．
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